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第１章 計画の基本的事項 

１ 計画改定の目的 

本市では、市域全体の地球温暖化対策に関する方針や具体的な施策を示す計画

として、「クールくらしきアクションプラン」（倉敷市地球温暖化対策実行計画（区域施

策編））（以下「計画」という。）を、2011 年 2 月に策定、2018 年 3 月に改定し、市民・

民間団体・事業者・行政等、市内のあらゆる主体が連携、協働して地球温暖化対策

に取り組んできました。温室効果ガスの排出削減目標として、「2030 年度に 2013 年

度比で 11.6％削減」を掲げており、2018 年度には 11.2％削減と 2030 年度目標の

達成を見込める削減となっています。 

近年、気候変動の影響と考えられる異常気象が世界各地で発生しており、日本に

おいても、平均気温の上昇や、大雨・台風による被害等が観測されています。2018

年 6 月には、気候変動適応法が成立し、温室効果ガスを削減することで地球温暖化

を抑制する「緩和策」に加え、既に起こっている影響や今後起こり得る影響に対応する

「適応策」が求められることとなりました。 

さらに、2020 年 10 月に、菅内閣総理大臣（当時）が「2050 年カーボンニュートラ

ル、脱炭素社会の実現を目指す」と宣言しました。また、2021 年 10 月には、国の「地

球温暖化対策計画」において、2030 年度の温室効果ガス削減目標が、2013 年度

比 26％削減から 46％削減へと引き上げられるなど、本市を取り巻く状況が大きく変わ

ってきています。 

本市においても、防災・減災対策とあわせ、豪雨等の気候変動の要因と考えられる

温室効果ガスの排出削減に取り組むため、2021 年 6 月に「ゼロカーボンシティ」にチャ

レンジしていくことを表明しました。本市は、日本有数の工業地帯である水島コンビナー

トを有していることから、産業部門からの温室効果ガス排出が市全体の約 8 割を占め

るという特徴があります。そのため、その削減に向けては、技術革新等の事業者の自主

的な取組に加え、事業者と行政が連携した取組を推進することが重要です。また、家

庭やオフィス等民生部門の大幅な排出削減に向けては、市が率先して取組を推進す

るとともに、高梁川流域連携中枢都市圏等とも連携しながら、市民や事業者の意識・

行動変容改革にも取り組んでいく必要があります。 

これらを踏まえ、この度、現行計画を改定することとしました。

「ゼロカーボンシティくらしき -ZERO KURA-」をキーワードに、

新たな温室効果ガス削減目標を掲げ、市民・民間団体・事

業者等とともに 2050 年度ゼロカーボンシティにチャレンジして

まいります。  
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２ 計画の位置付け 

本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」という。）第 21

条第 3 項において、中核市以上の地方公共団体に策定が義務付けられている「地方

公共団体実行計画（区域施策編）」に位置付けるとともに、「気候変動適応法」第 12

条において、都道府県及び市町村に策定が求められている「地域気候変動適応計画」

に位置付けます。 

また、本市の環境施策の基本的事項を定めた「倉敷市環境基本条例」をはじめ、

市政推進の最上位計画である「倉敷市第七次総合計画」や、環境分野における基本

目標や施策の方向性を示す上位計画である「倉敷市第三次環境基本計画」に基づ

き、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に進めるため、温室効果ガスの排出削減に

向けた具体的な施策を定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲計画の位置付け 

 

3 計画の対象 

（１）計画の対象範囲 

本計画は、本市全域を対象範囲とし、市域の温室効果ガスの排出削減並びに吸

収作用の保全、強化に関わるすべての事項を対象とします。 

「クールくらしきアクションプラン」 

倉敷市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

倉敷市気候変動適応計画 

倉敷市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

倉敷市環境基本条例  倉敷市第七次総合計画 

倉敷市地球温暖化対策実行計画 

整合 

その他の計画等 

・倉敷市公共建築物ゼロカーボン指針 ・倉敷市公共施設等総合管理計画 

・倉敷市公共施設個別計画   ・倉敷市庁舎等再編基本構想 

・倉敷市都市計画マスタープラン  ・倉敷市住生活基本計画 

・倉敷市立地適正化計画   ・倉敷市地域公共交通計画 

・倉敷市自転車利用促進基本方針  ・倉敷市一般廃棄物処理基本計画 

・倉敷市生物多様性地域戦略  ・倉敷市緑の基本計画 等 

・
地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
に 

関
す
る
法
律
（
温
対
法
） 

・
気
候
変
動
適
応
法 

倉敷市第三次環境基本計画 
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（２）対象とする温室効果ガス 

温対法で削減対象となっている以下の 7 種類のガスを対象とします。 

▼温室効果ガスの種類 

温室効果ガス 概要 

二酸化炭素 CO2 

＜エネルギー起源 CO2＞ 

石油や石炭等の化石燃料の燃焼、電気（再生可

能エネルギー由来のものを除く）の使用等によって

排出 

＜非エネルギー起源 CO2＞ 

工業プロセス、廃棄物の焼却等によって排出 

メタン CH4 
燃料の燃焼、稲作、家畜のふん尿や腸内発酵、

廃棄物の埋め立て等によって排出 

一酸化二窒素 N2O 
燃料の燃焼、窒素肥料の使用、廃棄物の焼却、

排水処理等によって排出 

ハイドロフルオロカーボン類 HFCs 冷凍空調機器の冷媒として使用 

パーフルオロカーボン類 PFCs 半導体や液晶の製造過程で使用 

六ふっ化硫黄 SF6 
変電設備等に封入されている電気絶縁ガスとして

使用 

三ふっ化窒素 NF3 半導体や液晶の製造過程で使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

～排出量の算定方法～ 

エネルギー起源 CO2 については、電気や燃料の使用量に、それぞれの排出係数

（使用量あたりの CO2 排出量を表す係数）を掛け合わせることで排出量を算定するこ

とができます。 

＜温室効果ガス排出量の算定方法（エネルギー起源 CO2 の場合）＞ 

エネルギー起源 CO2 
エネルギー種別 

エネルギー使用量 

エネルギー種別 

排出係数 

電気や燃料（灯油、LP ガス、 

ガソリン、軽油等）の使用量 

電気や燃料の使用量 

あたりの CO2排出量 

= × 
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４ 計画期間 

（１）計画期間 

2021 年 10 月に改定された国の「地球温暖化対策計画」の計画期間が 2030

年度までであることを踏まえて、本計画においても計画期間を 2030 年度までとしま

す。 

（２）基準年度と目標年度 

「地球温暖化対策計画」では、基準年度を 2013 年度とし、目標を 2030 年度

46％削減、2050 年カーボンニュートラルとしていることを踏まえて、本計画において

も基準年度を 2013 年度、目標年度を 2030 年度、2050 年度とします。 

 

５ 計画の目標 

2050 年度「ゼロカーボンシティくらしき」の実現に向け、市民・民間団体・事業者・

行政等、あらゆる主体が一丸となって地球温暖化対策に取り組むことで、2030 年

度に 2013 年度比で 33.9％の温室効果ガス排出量の削減を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ガス種別の内訳～ 

市全体の温室効果ガス排出量（2018 年度）の

うち、燃料や電気等のエネルギーの使用に伴う「エ

ネルギー起源 CO2」が 94.8％を占めていることか

ら、温室効果ガス排出量の削減には、燃料や電気

等のエネルギー使用量の削減（省エネルギー）が

重要となります。 

＜温室効果ガスの排出構成＞ 

エネルギー起源

CO2

94.8%

その他

5.2%

現在の技術を最大限活用し、2030 年度に 2013 年度比で 

33.9％の削減を目指します。 

イノベーションの加速により、2050 年度に「ゼロカーボンシティ 

くらしき」を実現します。 
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なお、本市の削減目標については、2050 年度「ゼロカーボンシティくらしき」の実

現を前提としつつ、2030 年度の目標値については、産業部門とその他部門の目標

設定方法を分けて設定します。 

▼削減目標設定の考え方 

区分 考え方 

産 業部 門 （ エネルギ

ー転換部門、工業プ

ロセス部門含む） 

大規模事業者 ※ のうち、2030 年

度の削減目標を設定している事業

者 

事業者が個別に設定している

削減目標を反映して設定 

2030 年度の削減目標を設定して

いない事業者 国の「地球温暖化対策計画」

の部門別目標を反映して設定 その他部門（民生家庭部門、民生業務部門、運輸部門、

廃棄物部門、CO2 以外） 

※大規模事業者とは、温対法に基づき、一定以上の温室効果ガスを排出する場合、自らの温室効果

ガス排出量を算定し、国に報告することが義務付けられている事業者（特定排出者）とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲削減目標のイメージ 

 

 

（基準年度） 

再生可能エネルギー、省エネルギー

設備の導入、ZEV（ゼロエミッション・

ビークル）の導入等、現在の技術を

最大限活用した取組による削減 

イノベーション 

の加速に 

よる削減 
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33.9％削減 

「ゼロカーボンシティ 

くらしき」の実現 

2018 年度 

11.2％削減 

基準年度ライン 

34,519 

t-CO2 

30,646 

t-CO2 

22,818 

t-CO2 
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第２章 計画改定の背景 
１ 地球温暖化の影響 
（１）世界的な影響 

IPCC（気候変動に関する政府

間パネル）が 2021 年 8 月に公

表した「第 6 次評価報告書第 1

作業部会報告書」では、「1750

年以降に観測された温室効果ガ

スの濃度増加は、人間活動によ

って引き起こされたことは疑う余

地はない」ことや、「世界平均気

温は、1970 年以降、少なくとも

過去 2000 年間にわたり、他のど

の 50 年間にも経験したことのな

い速度で上昇した」こと、「2011

～2020 年の世界平均気温は、

1850～1900 年よりも 1.09℃高

かった」こと等が報告されました。 

また、「世界平均気温は、向こ

う数十年の間に CO2 及びその他

の温室効果ガスの排出が大幅に

減 少しない限 り、21 世 紀 中に

1.5℃及び 2℃の地球温暖化を

超える」こと、「1850～1900 年と

比べた 2081～2100 年の世界

平均気温は、温室効果ガス排出

量が非常に多いシナリオでは、

3.3～5.7℃高くなる可能性が非

常に高いこと」等が報告されてい

ます。  

▲世界平均気温の変化 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

▲2100 年までの世界平均気温の変化予測 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 
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（２）国内への影響 

日本においても、年ごとに変動はあるものの、年平均気温は上昇傾向にあり、100

年あたり 1.30℃上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年、気温の上昇や大雨の頻度の増加等、気候変動の影響が顕在化しており、

今後も気温上昇が続くことで、激しい雨の増加、強い台風の割合の増加等、現在よ

りも影響が強まる可能性が高くなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

▲日本の年平均気温偏差の経年変化（1898～2022 年） 

出典：気象庁ウェブサイト  

▲気候変動による将来予測 

出典：文部科学省、気象庁「日本の気候変動 2020」 
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（３）倉敷市への影響 
岡山地方気象台倉敷地域気象観測所での観測データを見ると、倉敷市における

日平均気温は上昇傾向にあり、日最高気温が高かった上位 10 日のうち 8 日は

2000 年代以降に観測されています。なお、2022 年の年平均気温は 16.3℃であり、

平年値（1991～2020 年の 30 年間の平均値）と比べると、0.5℃高くなっています。 

平均気温の上昇に伴って、熱帯夜（夜間最低気温が 25℃以上の日）や猛暑日

（日最高気温が 35℃以上の日）の日数も増加傾向にあります。猛暑日については、

1990 年代前半までは観測されていませんでしたが、2000 年代以降はほぼ毎年観

測されており、全国的に猛暑であった 2018 年には 17 日観測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

▲2022 年の年平均気温（左）と年平均気温平年差（右） 

出典：岡山地方気象台提供 

▲市における熱帯夜・猛暑日日数・日平均気温の推移（1980～2022 年） 

出典：気象庁データより作成 

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

熱帯夜日数 猛暑日日数 日平均気温

熱帯夜・猛暑日日数（日） 日平均気温（℃）



  

Cool Kurashiki Action Plan 9 

第 

２ 

章 
２ 地球温暖化対策の動向 
（１）国際的な動向 

2015 年 11 月から 12 月にかけてパリで開催された気候変動枠組条約第 21 回

締約国会議（COP21）では、2020 年以降の温室効果ガス削減等に関する新たな

枠組みであるパリ協定が採択されました。パリ協定は、1997 年の COP3 で採択され

た京都議定書以来 18 年ぶりとなる新たな法的拘束力を持つ国際的な合意文書で

あり、気候変動枠組条約に加盟するすべての国・地域が参加する画期的なものとな

りました。 

その後、2018 年の COP24 では、2020 年以降のパリ協定の本格運用に向けて、

パリ協定の実施指針が採択されました。また、2021 年の COP26 では、パリ協定 6

条（市場メカニズム）の実施指針をはじめとする重要な議題で合意に至り、パリ協定

ルールブックが完成しました。2022 年の COP27 では、気候変動対策の各分野にお

ける取組の強化を求める「シャルム・エル・シェイク実施計画」等が採択されたほか、

ロス＆ダメージ（気候変動の悪影響に伴う損失と損害）支援のための措置を講じるこ

とやその一環として基金を設置することが決定されました。 

 

目的 
世界共通の長期目標として、産業革命前からの平均気温の上昇を 2℃より十

分下方に保持するとともに、1.5℃に抑える努力を追及する。 

目標 
今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収のバランスを達成できるよ

う、排出ピークをできるだけ早期に迎え、最新の科学に従って急激に削減する。 

各国の目標 
各国は、削減目標を作成、提出、維持するとともに、削減目標を達成するため

の国内対策をとる。なお、各国の削減目標は、5 年ごとに提出、更新する。 

長期低排出

発展戦略 

すべての国が長期低排出発展戦略を策定、提出するよう努める。 

 

また、2015 年 9 月の

国 連 持 続 可 能 な開 発

サミットでは、先進国を

含めた世界全体で誰一

人取り残さない持続可

能な社会の実現を目指

し、経済・社会・環境を

めぐる広範な課題に統

合的に取り組むための

目標として、SDGs（持続

可能な開発目標）が採

択されました。  ▲SDGs（持続可能な開発目標）の 17 のゴール 

出典：国連広報センターウェブサイト 

▼パリ協定の主な内容 
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（２）国内の動向 
地球温暖化対策・エネルギー政策に関する動向 

2020 年 10 月、第 203 回臨時国会の所信表明演説において菅内閣総理大臣

（当時）が「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニ

ュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜グリーン社会の実現＞ 

菅政権では、成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会の実現に

最大限注力してまいります。我が国は、2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体とし

てゼロにする、すなわち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこと

を、ここに宣言いたします。 

もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではありません。積極的に温暖化対策を

行うことが、産業構造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の

転換が必要です。 

鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめとした、革新的なイノベ

ーションです。実用化を見据えた研究開発を加速度的に促進します。規制改革などの

政策を総動員し、グリーン投資の更なる普及を進めるとともに、脱炭素社会の実現に向

けて、国と地方で検討を行う新たな場を創設するなど、総力を挙げて取り組みます。環

境関連分野のデジタル化により、効率的、効果的にグリーン化を進めていきます。世界の

グリーン産業をけん引し、経済と環境の好循環をつくり出してまいります。 

省エネルギーを徹底し、再生可能エネルギーを最大限導入するとともに、安全最優先

で原子力政策を進めることで、安定的なエネルギー供給を確立します。長年続けてきた

石炭火力発電に対する政策を抜本的に転換します。 

▲所信表明演説（抜粋） 

▲カーボンニュートラルへの転換イメージ 

出典：経済産業省「日本のエネルギー2021」 
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カーボンニュートラル宣言を受け、2021 年 4 月に開催された気候サミットでは、

「2050 年目標と整合的で、野心的な目標として、2030 年度に温室効果ガスを

2013 年度から 46％削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続け

ていく」ことが表明されました。2021 年 5 月には、温対法が改正され、2050 年まで

の脱炭素社会の実現が基本理念として新設されたほか、地方公共団体実行計画

（区域施策編）に、区域の自然的社会的条件に応じて、再生可能エネルギー利用

促進等の施策及び実施目標を定めることが義務付けられました。 

2021 年 6 月には、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上させる地方創生

に資する脱炭素に国全体で取り組み、さらに世界へ広げるため、「地域脱炭素ロード

マップ」が策定されました。「地域脱炭素ロードマップ」では、今後 5 年間に政策を総

動員し、2030 年度までに少なくとも 100 か所の「脱炭素先行地域」を作ること、全

国で重点対策を実行すること等が掲げられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲地域脱炭素ロードマップの全体像  出典：「地域脱炭素ロードマップ（概要）」 

① 屋根置き等自家消費型の太陽光発電 

② 地域共生・地域裨益型再エネの立地 

③ 公共施設等業務ビル等における徹底した省エネと再エネ電気調達と更新や改修時

の ZEB 化誘導 

④ 住宅・建築物の省エネ性能等の向上 

⑤ ゼロカーボン・ドライブ（再エネ×EV／PHV／FCV） 

⑥ 資源循環の高度化を通じた循環経済への移行 

⑦ コンパクト・プラス・ネットワーク等による脱炭素型まちづくり 

⑧ 食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立 

▲脱炭素の基盤となる重点対策  出典：「地域脱炭素ロードマップ（概要）」 
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その後、2021 年 10 月には、地球温暖化対策に関する国の総合計画である「地

球温暖化対策計画」が改定され、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた

2030 年度の新たな削減目標が設定されるとともに、目標達成のための施策が示さ

れました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、2021 年 10 月には、「第 6 次エネルギー基本計画」が閣議決定され、国の

エネルギー政策の基本的な方向性が示されました。この中で、再生可能エネルギー

は、温室効果ガスを排出しない脱炭素エネルギー源であるとともに、国内で生産可

能なこと、またエネルギー安全保障にも寄与できる有望かつ多様で重要な国産エネ

ルギー源であることから、地域との共生を図りながら最大限の導入を促すとされまし

た。具体的には、地域と共生する形での適地の確保、コスト低減、系統制約の克服、

規制の合理化、研究開発等を着実に進めることで、国民負担の抑制や電力システ

▲「地球温暖化対策計画」の部門別目標  出典：環境省脱炭素ポータルウェブサイト 

▲脱炭素先行地域の選定結果（第 2 回まで）  出典：環境省資料 
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ム全体での安定供給と地域と共生する形での事業実施を確保しつつ、再生可能エ

ネルギーの導入拡大を図っていくとされています。 

2030 年度におけるエネルギー需給の見通しとしては、再生可能エネルギーの比

率は電源構成で 36～38％程度と見込まれており、内訳としては太陽光発電が 14

～16％程度、水力発電が 11％程度、風力発電が 5％程度、バイオマス発電が

5％程度、地熱発電が 1％程度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水素社会の実現に向けた取組 

国内での水素社会の実現に向けて、2017 年 12 月に世界で初めて「水素基本

戦略」が策定されたほか、2019 年 3 月には「水素・燃料電池戦略ロードマップ」が改

定されています。2020 年 10 月のカーボンニュートラル宣言を受け、2021 年 6 月

に策定された「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においても、水

素・燃料アンモニア産業は重点分野の一つに位置付けられ、需給一体の取組により

導入量の拡大と供給コストの低減を目指すとされました。 

「第 6 次エネルギー基本計画」では、水素は電力分野の脱炭素化を可能とする

だけでなく、運輸部門や電化が困難な産業部門等の脱炭素化も可能とする、カーボ

ンニュートラルに必要不可欠な二次エネルギーとされています。また、水素やアンモ

ニアは、多様なエネルギー源から製造することが可能であるため、国内資源の利用

を含むエネルギー調達先の多様化を通じ、エネルギー安全保障の強化にも寄与す

るものとされています。 

さらに、水素は熱や電気の供給源となるだけでなく、アンモニアや合成燃料の製造

にも利用されており、需要先の特性に応じて、産業、業務、家庭、運輸、電力部門に

おいて、エネルギーを供給することが可能です。このことから、カーボンニュートラルを

▲「第 6 次エネルギー基本計画」における 2030 年度の電源構成 

出典：経済産業省「日本のエネルギー2021」 
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実現するための中心的なエネルギーとしての活用が期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適応策に関する動向 

2018 年 6 月には、適応策を法的に位置付け、関係者が一丸となって適応策を

推進するため、「気候変動適応法」が成立しました。「気候変動適応法」では、国、

地方公共団体、事業者、国民が気候変動適応の推進のために担うべき役割が明

確化されるとともに、地方公共団体に対しては、区域における自然的経済的社会的

状況に応じた適応策を推進することや、国の「気候変動適応計画」を踏まえて、「地

域気候変動適応計画」を策定するよう努めるとされました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲水素社会の実現に向けた取組  出典：経済産業省「日本のエネルギー2021」 

▲「気候変動適応法」の概要  出典：気候変動適応情報プラットフォームウェブサイト 
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2020 年 12 月には、「気候変動適応法」に基づく初めての気候変動影響の総合

的な評価に関する報告書である「気候変動影響評価報告書」が公表されました。そ

の後、2021 年 10 月には、「気候変動影響評価報告書」で示された最新の科学的

知見を踏まえて「気候変動適応計画」が改定され、「重大性」「緊急性」「確信度」

に応じた適応策の基本的考え方が追加されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）倉敷市の主な取組 

ゼロカーボンシティへのチャレンジ表明 

本市では、防災・減災対策とあわせ、豪雨等の気候変動の

要因と考えられる温室効果ガスの排出削減に取り組むため、

2021 年 6 月に「ゼロカーボンシティ」にチャレンジしていくことを

表明しました。市民・民間団体・事業者・行政が一体となり、ゼ

ロカーボンシティ実現への推進力を高めるためのシンボルとして

「ZERO KURA」（ゼロクラ）というロゴマークを作成しています。 

～「適応策」が必要です～ 

省エネルギーや再生可能エネルギーの導入等によって温室効果ガスを削減し、地

球温暖化を抑制する取組を「緩和策」と言います。一方、気候変動によって既に起こ

っている影響や今後起こり得る影響に対応する取組が「適応策」です。 

近年では、局地的な大雨やそれに伴う土砂災害や浸水被害が各地で発生するな

ど、国内でも極端な気象現象が観測されています。このように既に現れている影響や

中長期的に避けられない影響に対応するため、「適応策」が必要です。 

▲緩和策と適応策の関係  出典：気候変動適応情報プラットフォームウェブサイト 
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SDGs 未来都市及び自治体 SDGs モデル事業の選定 

本市は、2020 年 7 月、経済・社会・環境の分野をめぐる広範な課題に統合的に

取り組む「SDGs 未来都市」に選定されました。さらに、SDGs 未来都市の中でも先導

的な取組であって、多様なステークホルダーとの連携を通じて地域における自律的

好循環が見込めるものとして「自治体 SDGs モデル事業」にも選定されました。 

「SDGs 未来都市」の選定を受け、2020 年 8 月に「倉敷市 SDGs 未来都市計画」

を策定し、倉敷市・高梁川流域圏における持続可能なまちづくりを推進しています。 

 

 

地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策定 

温対法第 21 条第 1 項において、すべての地方自治体に地方公共団体実行計

画（事務事業編）の策定が義務付けられています。倉敷市役所は、「倉敷市地球温

暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定し、市自らが率先して温室効果ガスの排

出削減等に取り組んでいます。 
 

公共建築物ゼロカーボン指針の策定 

省エネルギー設備の導入や断熱性能の向上、再生可能エネルギーの導入、ZEB

の導入検討等、現在利用可能な技術を最大限活用し、市が所有するすべての公

共建築物のゼロカーボン化を推進するため、2022 年 4 月に「倉敷市公共建築物ゼ

ロカーボン指針」を策定しました。これにより、市役所全体の温室効果ガス削減目標

の達成を目指すとともに、市の率先した取組を民間事業者へ波及させることや市内

の建築業界の技術力向上を促進し、市域全体の温室効果ガス削減目標の達成及

び 2050 年度ゼロカーボンシティの実現を目指します。 

～ゼロカーボンシティ～ 

ゼ ロカーボン シ テ ィと は 、

2050 年までに二酸化炭素

排出量の実質ゼロを目指す

地方自治体のことで、2022

年 11 月末時点では 804 自

治体が表明しています。 

▲ゼロカーボンシティ表明自治体数 

出典：環境省ホームページ 
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公共施設への太陽光発電システムの導入 

2021 年度末までに、本庁舎や支所、公民館、小中学校、環境交流スクエア等

の公共施設に累計 57 件（779.4kW）の太陽光発電システムを導入しています。 

 

PPAモデルを活用した太陽光発電システムの導入 

片島浄水場に電力購入契約モデル（PPA）を活用した太陽光発電システムを導

入し、2023 年 2 月から運用開始の予定となっています。片島浄水場内の約

4,000m2に約 480kW の太陽光パネルを設置することで、年間約 48 万 kWh の発

電を見込んでおり、浄水場全体の電気使用量の約 15％をまかなう予定です。 

 

各種補助金制度 

本市では、戸建住宅用太陽光発電システムや ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウ

ス）、電気自動車（EV）、V2H（ビークル・トゥ・ホーム）充放電設備、中小企業への省

エネルギー設備等の導入、生ごみ処理容器購入や生垣設置等に対する補助制度

を設けています。 

▼補助実績（2021 年度末現在） 

項目 開始年度 実績（累計） 

創エネ・脱炭素住宅促進補助制度 

 戸建住宅用太陽光発電システム 2004 年度 9,864 件（45,141kW） 

 戸建住宅用太陽熱利用システム 2015 年度 196 件 

 戸建住宅用燃料電池システム（エネファーム） 2016 年度 321 件 

 戸建住宅用定置型リチウムイオン蓄電池 2017 年度 815 件 

共同住宅用太陽光発電システム設置費補助制

度（2017 年度終了） 
2014 年度 30 件 

電気自動車等導入促進補助制度 

 電気自動車等（EV、PHV、FCV） 2010 年度 1,117 台 

 
充電設備（急速充電・普通充電） 

（急速充電は 2020 年度終了） 
2010 年度 14 基 

 充放電設備（V2H） 2020 年度 7 基 

倉敷市次世代エコハウス整備促進補助金制度 

（2021 年度終了） 
2013 年度 189 件 

中小企業者に係る省エネルギー設備等導入促進

事業補助制度 
2017 年度 26 件 

生ごみ処理容器等購入費補助金交付制度 1992 年度 29,450 基 

生垣設置補助金交付制度 1989 年度 837 件 
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なお、2011 年度から 2021 年度まで市の補助制度を活用して住宅用太陽光発

電システムを導入した市民による「くらしきサンサン倶楽部」を組織し、太陽光発電に

よって削減した CO2 量をとりまとめ、J-クレジットを創出しました。創出したクレジットは、

市のイベント等のカーボン・オフセットに活用したほか、環境学習に活用するなどして

います。 

 

カーボンニュートラルコンビナート実現に向けた取組の実施 

脱炭素化に資する技術開発や国の動向等について理解を深めるため、立地企業

を対象に勉強会や視察等を実施するとともに、県や関係機関と官民連携組織を設

置し、カーボンニュートラルコンビナート実現に向けた取組や連携方法等を検討して

います。 

 

高梁川流域カーボンニュートラル研究会の設置 

2022 年 5 月、「高梁川流域カーボンニュートラル研究会」を設置し、高梁川流域

連携中枢都市圏を構成する自治体（新見市、高梁市、総社市、早島町、倉敷市、

矢掛町、井原市、浅口市、里庄町、笠岡市の 7 市 3 町）でのカーボンニュートラル

の実現に向け、実現可能性や具体的な施策等について調査・研究を行っています。 

 

COOL CHOICE（クールチョイス）の推進 

国が国民運動として推進している「COOL CHOICE」（＝賢い選択）について、2017

年 6 月に市を挙げて取り組んでいくことを宣言しました。 

2017 年には、「二酸化炭素排出抑制対策事業費補助

金」（地域と連携した CO2 排出削減促進事業）の採択を受

けて、エフエムくらしき、倉敷ケーブルテレビ、山陽新聞等の

メディアやイベントを活用して普及啓発を行いました。 

 

グリーンくらしきエコアクション（G-KEA）の普及啓発 

市民・事業者が家庭や街でできる取組を CO2 削減効果や家計の節約効果等と

ともに「グリーンくらしきエコアクション」（G-KEA）として 2009 年度にまとめ、2017 年

度に改定しました。環境啓発イベントでの活用や関係各所での配布等を通じて地球

温暖化対策への取組の啓発に努めています。 
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環境啓発イベントの実施 

市民の環境意識向上を図るため、市民・民間

団体・事業者等との協働による各種環境啓発イベ

ントを実施しています。 

○リサイクルフェア in くらしき（1993 年度～） 

○STOP 温暖化くらしき(2008 年度～) 

○くらしき環境フェスティバル（2010 年度～） 

○くらしき省エネセミナー（2012 年度～） 

 

緑のカーテンの普及 

地球温暖化防止及び省エネルギーの推進のた

め、ゴーヤやアサガオの種の配布を行い、緑のカー

テンを推進しています。 

 

▲くらしき環境フェスティバルの様子 

緑のカーテン
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第３章 倉敷市の地域特性 
１ 倉敷市の概要 

本市は岡山県の南西部に

位置し、南は瀬戸内海に面

しています。市域の面積は

356.07km2と県内で 8 番目

の広さであり、東は岡山市、

早島町、玉野市、西は浅口

市、矢掛町、北は総社市と

隣接しています。 

広域連携として、高梁川

流域の 6 市 3 町（新見市、

高梁市、総社市、早島町、

矢掛町、井原市、浅口市、

里庄町、笠岡市）とともに高

梁川流域連携中枢都市圏

を形成しており、連携中枢都

市として中心的な役割を担

っています。 

本市の気候は、温暖少雨

な瀬戸内海式気候に属し、

全国的に見ても晴天の日が

多いことが特徴です。本市の

年 間 日 照 時 間 の 平 年 値

（1991～2020 年の 30 年

間の平均値）は 2,001 時間

であり、中国地方でも日照時

間が多い地域となっていま

す。 

 

 

   

▲本市の位置 

中国地方の年間日照時間 

の平年値 

出典：気象庁ウェブサイト 
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本市は、倉敷地域、児島地域、玉島地域、水島地域、庄地区、茶屋町地区、船穂地区、

真備地区からなっており、それぞれ様々な特性を有しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
▲市内の各地域・地区の特徴 

出典：倉敷市第七次総合計画 
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２ 土地利用 
本市の民有地面積の割合は、宅地が 42.5％、山林が 24.0％、田が 20.2％、畑が

12.0％、原野が 1.3％となっており、高梁川流域圏の 7 市 3 町の中でも宅地の割合が

早島町の 52.5％に次いで 2 番目に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人口・世帯数 
本市の人口は、2016 年度の 483,576 人をピークに減少に転じ、2020 年度末には

480,974 人となっています。「倉敷市第七次総合計画」では、今後も減少傾向が続く

ものの、人口の自然増や社会増及び地域連携の推進等の取組により、2045 年には

459,000 人程度を目指すとしています。 

人口減少に対し、世帯数は増加傾向であるため、世帯構成人員は減少しており、

2020 年度末には世帯あたり 2.23 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

▲民有地面積の割合（2020 年 1 月 1 日現在） 

出典：岡山県統計年報 

▲市の人口と世帯数の推移（各年度 3 月 31 日現在） 

出典：倉敷市統計書 

宅地

42.5%

田

20.2%

畑

12.0%

山林

24.0%

原野 1.3%

483,134 483,537 483,547 483,576 482,790 481,844 481,542 480,974 

200,833 202,827 205,042 207,111 208,905 210,828 213,391 215,881 

2.41 2.38 2.36 2.33 2.31 2.29 2.26 2.23 

0.00

2.00

4.00

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

人口 世帯数 世帯構成人員

人口（人）、世帯数（世帯） 世帯構成人員（人/世帯）

（年度）

0
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４ 産業 

2019 年度の市内総生産は 1

兆 9,016 億円です。県内では、

岡山市に次いで 2 番目であり県

全体の約 24％を占めています。 

業種別に見ると、水島コンビナ

ートを中心とした製造業の割合

が高いことが本市の大きな特徴

であり、市全体の 31.9％を占め

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

水島コンビナートの製造品出荷額等は、4 兆円前後で推移しており、内訳としては石

油製品・石炭製品製造業が最も多く、次いで鉄鋼業、化学工業となっています。また、

岡山県全体の製造品出荷額等に占める割合は、2019 年度には 46.1％となっており、

岡山県下における製造業の重要な役割を担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲水島コンビナートにおける製造品出荷額等及び事業所数の推移 

出典：倉敷市統計書 

※第３次産業は、電気・ガス・水道・廃棄物処理業、

卸売・小売業、運輸・郵便業、宿泊・飲食サービス

業、情報通信業、金融・保険業、不動産業、専門・

科学技術、業務支援サービス業、公務、教育、保

健衛生・社会事業、その他のサービスの合計 

▲市内総生産（2019 年度） 

出典：岡山県「令和元年度市町村民経済計算」 ▲水島コンビナートの全景 
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その他
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～地域経済循環分析自動作成ツールによる分析～ 

国は、地方公共団体等の環境施策立案に資することを目的に、地域の経済循環

構造を把握する「地域経済循環分析自動作成ツール」を提供しています。 

「2018 年版」のデータによると、産業別修正特化係数（全産業の生産額に占める

当該産業の生産額の割合）が全国平均と比較して高い産業は、優位な産業と言えま

す。本市では、石油製品・石炭製品製造業、鉄鋼業、繊維製品製造業、化学工業等

8 業種が全国平均と比べて優位な産業であることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～水島コンビナート～ 
水島コンビナートは、瀬戸内海に臨む総面積約 2,500ha に 200 を超える事

業所が立地する全国有数の重化学コンビナートであり、石油精製、鉄鋼生産、

石油化学・鉄鋼関連化学工業、自動車工業、各種機械工業等、日本を代表

する企業が多く立地しています。 

水島コンビナートは、素材型産業が集積し、エネルギーを多く消費しているこ

とから、産業部門からの温室効果ガス排出量が市全体の約 8 割を占めていま

す。しかし、これらの企業では、カーボンニュートラル実現に向け、脱炭素型の

製造プロセスや製品に関する技術開発が日々行われており、私たちの暮らしに

欠かせないものを作るとともに、倉敷市 

のみならず全国規模での温室効果ガ

ス排出削減に貢献しています。 

また、水島コンビナートの美しく光る

夜景は「夜景 100 選」にも選ばれ、観

光スポットとしても注目されています。 

▲産業別修正特化係数（生産額ベース）  出典：地域経済循環分析 

▲水島コンビナートの夜景 
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５ 交通 

本市は、東西に国土軸を形成している基幹的交通軸上にあるとともに、南北にも四

国や山陰と結ぶ広域交通網の結節点として、道路・鉄道等の主要な交通網が集中し

ています。広域的な高規格幹線道路としては、山陽自動車道、瀬戸中央自動車道が

整備されています。 

鉄道は、東西方向に JR 山陽新幹線、JR 山陽本線が、四国や山陰を結ぶ南北方

向に JR 本四備讃線、JR 伯備線が運行されています。また、倉敷地域と水島地域を

結ぶ水島臨海鉄道、真備地区には井原鉄道も運行されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ▲市の公共交通ネットワーク 

出典：「倉敷市都市計画マスタープラン」 



26 Cool Kurashiki Action Plan 

自動車保有台数を見ると、乗用車と軽乗用車の総数は増加傾向にあり、2020 年

度には 294,612 台（2013 年度比で 7.5％増加）となっています。内訳を見ると、乗用

車が 0.6％増加、軽乗用車が 17.1％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 廃棄物 
本市のごみ排出量は、増減を繰り返しながらも徐々に減少しており、2020 年度には

164,652 トンとなっています。リサイクル率については、2005 年度から資源循環型廃

棄物処理施設が本格稼働したことから、高い水準で推移しており、2020 年度には

44.3％となっています。 

一方、資源循環型廃棄物処理施設分を除いたリサイクル率は、2020 年度に

11.1％と低水準であることや、ごみ排出量が依然高水準で推移していること等から、よ

り一層のごみ減量、資源化が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲市の自動車保有台数（乗用車は各年 3 月 31 日現在、軽乗用車は各年 4 月 1 日現在） 

出典：倉敷市統計書 

▲市のごみ排出量・リサイクル率の推移 

出典：「倉敷市清掃事業概要」 
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第４章 倉敷市の温室効果ガス排出量の現状 

１ 倉敷市の温室効果ガス排出量の推移 

（１）温室効果ガス排出量の推移 

本市の温室効果ガス排出量は、基準年度である 2013 年度の 34,519 千 t-CO2

から減少傾向にあり、2018 年度には 30,646 千 t-CO2 となっています。 

温室効果ガス排出量が減少している要因として、市民・事業者の継続した省エネ

ルギー対策によるエネルギー消費量の減少や電気の CO2 排出係数の低下等が考

えられます。特に、産業部門からの温室効果ガス排出量の大半を占める製造業に

おいては、景気動向や需要の変化による設備の稼働状況等にも影響されるものの、

製造に係る設備やプロセスの高効率化が継続的に進んでいると考えられます。 

（２）前計画の評価 

前計画では、2030 年度の目標として基準年度（2013 年度）比で 11.6％削減と

していましたが、2018 年度には 30,646 千 t-CO2 と基準年度比で 11.2％の削減と

なり、2030 年度目標の達成を見込める削減率となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲市の温室効果ガス排出量の推移  

34,519 34,195 
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▼市の温室効果ガス排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

各部門の温室効果ガス排出量の推移を見ると、2018 年度には産業部門、民生

業務部門、民生家庭部門、運輸部門で 2013 年度と比べて減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲2013 年度を 100 としたときの部門別排出量と排出係数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

～電気の CO2排出係数～ 

電気の CO2 排出係数は、電力事業者が一定の電気を作り出す際に排出した CO2

の量を示したもので、排出係数が小さいほど、排出される CO2 が少なくなります。 

中国電力では、2013 年度

以降は、原子力設備利用率

が 0％で推移する中、天然ガ

スへの燃料転換、太陽光発

電及びバイオマス発電の導入

拡大等により、排出係数は低

下しています。 
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産業部門 民生業務部門 民生家庭部門 運輸部門 電気のCO2排出係数

▲排出係数の推移 

（千t-CO2）

部門 2013 2014 2015 2016 2017 2018

産業部門 27,910 27,802 26,240 25,376 25,767 24,279

民生業務部門 1,333 1,110 1,186 1,188 1,112 1,063

民生家庭部門 656 616 596 595 594 516

運輸部門 1,577 1,648 1,538 1,582 1,545 1,565

エネルギー転換部門 1,495 1,518 1,439 1,597 1,505 1,641

工業プロセス部門 1,132 1,064 1,031 990 1,145 1,131

廃棄物部門 88 91 88 89 86 88

CO2以外 327 347 343 341 345 361

合計 34,519 34,195 32,461 31,758 32,100 30,646
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２ 部門別排出構成 

本市は、日本有数の工業地帯である水島コンビナートを有していることから、産業部

門の温室効果ガス排出量が市全体の 78.5％を占めており、国（30.9％）、県（59.6％）

と比べても産業部門の割合が高い排出構成となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲温室効果ガス排出構成（2018 年度） 

 

▼温室効果ガス排出における主な部門 

部門 概要 

産業部門 
製造業、建設業・鉱業、農林水産業での工場・事業場におけ

るエネルギー消費に伴う排出 

民生業務部門 
事務所・ビル、商業・サービス業施設等におけるエネルギー消

費に伴う排出 

民生家庭部門 家庭におけるエネルギー消費に伴う排出（自家用車を除く） 

運輸部門 自動車、鉄道、船舶におけるエネルギー消費に伴う排出 

エネルギー転換部門 
発電所や熱供給事業所、石油製品製造業等における自家消

費分及び送配電ロス等に伴う排出 

工業プロセス部門 工業材料の化学変化に伴う排出 

廃棄物部門 廃棄物の焼却・埋立処理、排水処理等に伴う排出 

 

 

 

 

 

 

 

～私たちの暮らしと排出量～ 

私たちが家庭で電気やガス等のエネルギーを使えば民生家庭部門の排出量として

算出されます。また、職場（オフィスビル）でエネルギーを使えば民生業務部門、自動

車に乗れば運輸部門、ごみを出せば廃棄物部門の排出量になるなど、私たちの暮ら

しは様々な部門に関係しています。 
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３ 部門別排出量の推移 

（１）産業部門 

本市の温室効果ガス排出量の 78.5％は産業部門からの排出量であり、そのうち

99％以上が製造業です。 

製造業の排出量の推移を見ると、2018 年度は 24,230 千 t-CO2 であり、基準年

度である 2013 年度の 27,842 千 t-CO2 から 13.0％減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 年度から 2018 年度にかけて、製造品出荷額等は 43,040 億円から

43,773 億円へと 1.7％増加しましたが、製造品出荷額等あたりのエネルギー消費

量を見ると 6.09TJ/億円から 4.99TJ/億円へと 18.1％低減しています。事業活動

を維持しつつも製造設備等の高効率化等により、エネルギー効率の良い生産活動

が行われるようになったことで、排出量が減少していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲市の製造品出荷額等と製造品出荷額等あたりのエネルギー消費量の推移 

▲市の産業部門の排出量内訳（2018 年度）（左）と製造業の排出量の推移（右） 
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（２）民生業務部門 

民生業務部門の排出量の推移を見ると、2018 年度は 1,063 千 t-CO2 であり、

基準年度である 2013 年度の 1,333 千 t-CO2 から 20.3％減少しています。民生

業務部門におけるエネルギー消費量のうち 55.1％は電気が占めているため、排出

量は電気の CO2 排出係数の影響を受けます。2013 年度から 2018 年度にかけて、

エネルギー消費量が 9.9％減少したことに加えて、電気の CO2 排出係数が低下した

ことにより、排出量が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 年度から 2018 年度にかけて、第 3 次産業の市内総生産は 11,399 億円

から 11,899 億円へと 4.4％増加しましたが、市内総生産あたりのエネルギー消費量

を見ると 0.85TJ/億円から 0.73TJ/億円へと 14.1％減少しています。業務用エネ

ルギー消費機器の省エネルギー化や節電等の取組により、事業所や店舗等におけ

るエネルギー利用の効率化が進み、排出量が減少していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲市内総生産と市内総生産あたりのエネルギー消費量の推移 
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（３）民生家庭部門 

民生家庭部門の排出量の推移を見ると、2018 年度は 516 千 t-CO2 であり、基

準年度である 2013 年度の 656 千 t-CO2 から 21.3％減少しています。民生業務

部門と同様に、民生家庭部門においても、エネルギー消費量のうち 62.8％は電気

が占めているため、排出量は電気の CO2 排出係数の影響を受けます。2013 年度

から 2018 年度にかけて、エネルギー消費量が 14.8％減少したことに加えて、電気

の CO2 排出係数が低下したことにより、排出量が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の世帯数は増加傾向にあり、2013 年度から 2018 年度にかけて 200,833

世帯から 210, 828 世帯へと 5.0％増加していますが、世帯あたりのエネルギー消費

量は 23.2GJ/世帯から 18.9GJ/世帯へと 18.5％減少しています。家庭用エネルギ

ー消費機器の省エネルギー化や節電等の取組により、家庭におけるエネルギー利

用の効率化が進み、排出量が減少していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲市の世帯数と世帯数あたりのエネルギー消費量の推移  

▲市の燃料種別のエネルギー消費量内訳（2018 年度）（左）と民生家庭部門の排出量の推移（右） 
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（４）運輸部門 

運輸部門のうち 49.7％は自動車からの排出量です。自動車からの排出量の推

移を見ると、2018 年度は 778 千 t-CO2 であり、基準年度である 2013 年度の 806

千 t-CO2 から 3.5％減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市は、国の平均と比較して世帯あたりの自動車の利用率が高い特徴があります。

本市の自動車保有台数は増加傾向にあり、2013 年度から 2018 年度にかけて

386,066 台から 397,501 台へと 3.0％増加しています。しかし、乗用車に占める軽

乗用車の割合が増加していることや、自動車の燃費が向上していること等から、自動

車保有台数あたりの排出量は 2.1t-CO2/台から 2.0t-CO2/台へと減少していると

考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲市の自動車保有台数と自動車保有台数あたりの排出量の推移 
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▲戸建住宅用太陽光発電システムに

係る補助件数（累積） 

▲市内の住宅用太陽光発電システム

（10kW 未満）の設置件数（累積） 

～太陽光発電・ZEV（ゼロエミッション・ビークル）※の導入 

状況や省エネ行動の変化～ 

本市では、市内の温室効果ガス排出量の削減のため、各種補助制度を設けてい

ます。このうち、戸建住宅用太陽光発電システムは 2004 年度から開始しており、

2021 年度末時点での補助件数は累計 9,864 件となり、2013 年度末時点と比べて

も約 1.4 倍に増えています。市の補助制度の効果もあり、市内での住宅用太陽光発

電システム（10kW 未満）の設置件数は、2021 年度末時点では 20,740 件と年々増

加しています。 

＜太陽光発電システムや ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の導入状況＞ 

また、2010 年度からは電気自動車、

2015 年 10 月からはプラグインハイブリ

ッド自動車、2017 年度からは燃料電池

自動車の導入に対する補助を開始し、

2021 年度末時点で 1,117 台が補助制

度を活用して購入されています。このよう

に、太陽光発電システムや ZEV（ゼロエ

ミッション・ビークル）の導入が年々進ん

でおり、温室効果ガス排出量の削減につ

ながっていると考えられます。 
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2022 年 4～5 月に、「クールくらしきアクションプラン」の改定のために行った市民ア

ンケート結果によると、家庭での地球温暖化対策に関する取組 13 項目のうち、「買い

物の際は、マイバッグを持ち歩く」、「割り箸や紙コップの使用を控える」、「人のいない

部屋の照明は、こまめに消す」、「車の発進時はアクセルをゆっくり踏み込む『e スター

ト』を心掛ける」等の 12 項目で前計画改定時（2017 年度実施）の結果と比べて、実

施率が高い結果となりました。このことから、家庭での省エネルギーの取組が徐々に定

着してきていることがうかがえます。 

＜市民の省エネ行動の変化＞ 
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▲電気自動車・プラグインハイブリッド自

動車等に係る補助件数（累積） 

※ZEV（ゼロエミッション・ビークル）とは、走行時に CO2 等の排出ガスを出さない電気自動車（EV）、プ

ラグインハイブリッド自動車（PHV）（電気での走行時のみ）、燃料電池自動車（FCV）のこと。 
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第５章 削減目標及び再エネ導入目標 

１ 温室効果ガス排出量の削減目標 

（１）削減目標設定の考え方 

本市では、2018 年に改定した計画に基づき、「2030 年度に 2013 年度比で

11.6％削減」という温室効果ガス削減目標を掲げて、地球温暖化対策を推進して

きました。現在、国のカーボンニュートラル宣言や、本市の「ゼロカーボンシティ」への

チャレンジ表明に伴い、排出量のさらなる削減が必要となっています。 

本市は、日本有数の工業地帯である水島コンビナートを有しており、産業部門から

の排出量が全体の約 8 割を占め、そのうち、製造業からの排出が 99％以上となっ

ています。本市の排出量を大幅に削減するには、産業部門の排出削減が特に重要

であり、その鍵はイノベーションの加速です。国の「2050 年カーボンニュートラルに伴

うグリーン成長戦略」では、イノベーションについて、2030 年までは開発・実証フェー

ズ、2030 年以降に導入・商用フェーズとなる工程表が示されています。 

産業部門においては、一般社団法人日本経済団体連合会（以下「経団連」とい

う。）が国と連携し、「チャレンジ・ゼロ」の取組を推進しています。チャレンジ・ゼロを通

じて、脱炭素社会の実現に向けたイノベーションにチャレンジする企業への ESG 投資

の呼び込みや、イノベーション創出に向けた同業種・異業種・産学官の連携を図って

います。また、経団連では、2022 年 11 月に、「経団連カーボンニュートラル行動計

画（前計画は、低炭素社会実行計画）」を策定し、カーボンニュートラル実現に向け

て、最大限の取組を行っていくとしています。 

以上のように、「ゼロカーボンシティくらしき」の実現に向けては、2030 年度以降の

イノベーションの加速が鍵であること、また、本市に立地する産業部門の事業者の多

くがチャレンジ・ゼロに参加し、カーボンニュートラル実現に向けた取組を推進している

ことを踏まえ、本市の削減目標について、2050 年度「ゼロカーボンシティくらしき」の

実現を前提としつつ、2030 年度の目標値については、産業部門（エネルギー転換

部門、工業プロセス部門含む）と、その他部門（民生業務部門、民生家庭部門、運

輸部門、廃棄物部門、CO2 以外）の目標設定方法を分けて設定します。 

なお、市の目標は、国や県の地球温暖化対策やエネルギー政策、さらには国際

的な情勢変化等に応じて、今後さらに見直す場合があります。 
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市の目標は、以下のとおりとします。 

▼削減目標設定の考え方 

区分 考え方 

産 業部 門 （ エネルギ

ー転換部門、工業プ

ロセス部門含む） 

大規模事業者 ※ のうち、2030 年

度の削減目標を設定している事業

者 

事業者が個別に設定している

削減目標を反映して設定 

2030 年度の削減目標を設定して

いない事業者 国の「地球温暖化対策計画」

の部門別目標を反映して設定 その他部門（民生家庭部門、民生業務部門、運輸部門、

廃棄物部門、CO2 以外） 

※大規模事業者とは、温対法に基づき、一定以上の温室効果ガスを排出する場合、自らの温室効果

ガス排出量を算定し、国に報告することが義務付けられている事業者（特定排出者）とします。 

 

（２）温室効果ガス排出量の削減目標 

2050 年度「ゼロカーボンシティくらしき」の実現に向け、市民・民間団体・事業者・

行政等、あらゆる主体が一丸となって地球温暖化対策に取り組むことで、2030 年

度に 2013 年度比で 33.9％の温室効果ガス排出量の削減を目指します。 

「ゼロカーボンシティくらしき」は、私たちがこれまで経験したことがない大きなチャレ

ンジであり、達成のためには従来の取組を継続するだけではなく、イノベーションを含

めて、社会全体で取り組んでいく必要があります。 

一方で、イノベーションのみに頼るのではなく、市民や事業者、さらには高梁川流

域連携中枢都市圏等との連携を強化するなど、行政が社会全体の脱炭素化に向

けた取組を積極的に牽引し、2030 年度の目標達成はもちろん、その先の 2050 年

度「ゼロカーボンシティくらしき」の実現に向けて、さらなる温室効果ガス排出量の削

減に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の技術を最大限活用し、2030 年度に 2013 年度比で 

33.9％の削減を目指します。 

イノベーションの加速により、2050 年度に「ゼロカーボンシティ 

くらしき」を実現します。 
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▲削減目標のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現在 ～2030 年 ～2050 年 

利 

用 

発電 

 

 

   

製鉄 

 

   

製 

造 

革新的 

技術 

   

 

 

（基準年度） 

2050 年カーボンニュートラルを実現するためには、従来の発想を転換し、積極的

に対策を行うことが、産業構造や社会経済の変革をもたらし、次なる大きな成長に繋

がっていきます。こうした経済と環境の好循環を作っていく産業政策として、「2050 年

カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定され、その中で 14 の重点技術

分野別に 2050 年までの工程表が示されています。 

～2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略～ 

出典：経済産業省「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 

＜水素・燃料アンモニア産業（水素）の工程表の例（抜粋）＞ 

実証フェーズ 
●導入フェーズ 

の凡例︓ 
開発フェーズ 

導入拡大・  

コスト低減フェーズ 
自立商用フェーズ 

大型専焼発電の技術開発  

水素発電の実機実証  

エネルギー供給構造高度化法等による社会実装促進  

COURSE50 の大規模実証  導入支援  脱炭素水準として設定  

 

技術確立  導入支援  

 
革新的技術の研究開発・実証  

導入支援  

水素還元製鉄の技術開発  

再生可能エネルギー、省エネルギー

設備の導入、ZEV（ゼロエミッション・

ビークル）の導入等、現在の技術を

最大限活用した取組による削減 

イノベーション 

の加速に 

よる削減 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2013年度 2018年度 2030年度 2050年度

（千t-CO2）

2030 年度 

33.9％削減 

「ゼロカーボンシティ 

くらしき」の実現 

2018 年度 

11.2％削減 

基準年度ライン 

34,519 

t-CO2 

30,646 

t-CO2 

22,818 

t-CO2 
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（３）温室効果ガス排出量の削減目標の具体的なイメージ 

産業部門、エネルギー転換部門及び工業プロセス部門では、2030 年度までは現

在の技術を最大限活用した取組を進めるとともに、カーボンニュートラルコンビナート

の実現に向けた研究や包括連携協定の締結による官民連携等を通じて、2030 年

度以降のイノベーションの加速による削減を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲産業部門（エネルギー転換部門、工業プロセス部門含む）の削減目標のイメージ 

 

その他の部門（民生家庭部門、民生業務部門、運輸部門、廃棄物部門、CO2

以外）については、これまでの施策を継続するとともに、さらに強化、拡充することで、

さらなる温室効果ガスの排出削減を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲その他部門の削減目標のイメージ 

民生家庭部門

656 223 

民生業務部門

1,333 
653 

運輸部門

1,577 
1,025 

その他（廃棄物部門、CO2以外）

415 
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（基準年度） 

基準年度ライン 

現在の技術を最大限 

活用した取組による削減 

イノベーション 

の加速に 

よる削減 

ZEV の導入、公共交

通機関の利用促進等  

再エネ・省エネ設備の導

入等  

再エネ・省エネ設備の導

入、国民運動の推進に

よる意識・行動変容等  

プラスチックの削減等  

（基準年度） 

「ゼロカーボンシティ 

くらしき」の実現 

「ゼロカーボンシティ 

くらしき」の実現 

産業部門

27,910 19,049 

エネルギー

転換部門

1,495 

794 

工業プロ

セス部門

1,132 

789 
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2022 年度～  

・カーボンニュートラルコンビナートの実現 

・包括連携協定の締結による官民連携等  
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（４）温室効果ガス排出量の削減目標の内訳 

▼倉敷市における 2030 年度の温室効果ガス排出量削減の内訳 

部門 

2013 年度 2030 年度 

排出量 

（千 t-CO2） 

排出量 

（千 t-CO2） 

削減率 

(2013 年度比) 

エネルギー起源 CO2 32,972  21,745  ▲34.1％  

 
産業部門 

A※1 27,317  18,682  ▲31.6％ 
▲31.7％  

 B※1 593  368  ▲38.0％ 

 民生業務部門 B※1 1,333  653  ▲51.0％  

 民生家庭部門 B※1 656  223  ▲66.0％  

 運輸部門 B※1 1,577  1,025  ▲35.0％  

 
エネルギー転換部門 

A※1 1,354  719  ▲46.9％ 
▲46.9％  

 B※1 141  75  ▲47.0％ 

工業プロセス部門 
A※1 1,123  782  ▲30.4％ 

▲30.3％  
B※1 9  7  ▲15.0％ 

廃棄物部門 B※1 88  75  ▲15.0％  

CO2 以外 ※2 B※1 327  209  ▲36.0％  

合計 ※3 34,519  22,818  ▲33.9％  

※1：A は事業者の個別の削減目標を反映、B は国の「地球温暖化対策計画」の部門別目標を反映。 

※2：メタン、一酸化二窒素、代替フロン等 4 ガスを含みます。 

※3：端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

 

▼（参考）国における 2030 年度の温室効果ガス排出量削減の内訳 

部門 

2013 年度 2030 年度 

排出量 

（百万 t-CO2） 

排出量 

（百万 t-CO2） 

削減率 

(2013 年度比) 

エネルギー起源 CO2 1,235  677  ▲45％  

 産業部門  463  289  ▲38％  

 民生業務部門  238  116  ▲51％  

 民生家庭部門  208  70  ▲66％  

 運輸部門  224  146  ▲35％  

 エネルギー転換部門  106  56  ▲47％  

非エネルギー起源 CO2  82.3  70.0  ▲15％  

メタン  30.0  26.7  ▲11％  

一酸化二窒素  21.4  17.8  ▲17％  

代替フロン等 4 ガス  39.1  21.8  ▲44％  

温室効果ガス吸収源  －  ▲47.7  －  

合計 1,408  760  ▲46％  

出典：地球温暖化対策計画 
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※県の目標を記載予定 
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２ 再生可能エネルギーの導入目標 

（１）再生可能エネルギーの導入状況 

本市における固定価格買取制度による再生可能エネルギーの導入は太陽光発

電のみであり、2020 年度末時点での累積導入容量は 241,185kW（10kW 未満が

88,063kW、10kW 以上が 153,122kW）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

本市における再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは、環境省の再生可能エ

ネルギー情報提供システム（REPOS）によると、電気では太陽光発電、熱では地中

熱利用が高くなっていますが、本市の地域特性やコスト等を踏まえると、本市におい

ては太陽光発電が有効と考えられます。 

▼再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

項目 導入ポテンシャル 

■再生可能エネルギー（電気） 

太陽光発電 

建物系 ※1 2,034 MW 2,797,257 MWh 

土地系 ※2 755 MW 1,035,926 MWh 

合計 2,789 MW 3,833,183 MWh 

陸上風力発電 13 MW 24,427 MWh 

中小水力発電 － － 

■再生可能エネルギー（熱） 

太陽熱利用 2,366 TJ/年 － 

地中熱利用 10,362 TJ/年 － 

※1：官公庁、病院、学校、戸建住宅等、集合住宅、工場・倉庫、その他建築物、鉄道駅を含みます。 

※2：最終処分場、耕地、荒廃農地を含みます。 

出典：再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 

▲固定価格買取制度による市内の再生可能エネルギーの導入状況（太陽光発電） 

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト 
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（３）再生可能エネルギーの導入目標設定の考え方 

2021 年 5 月に、温対法が改正され、地方公共団体実行計画（区域施策編）に

再生可能エネルギーの利用促進等の施策に関する事項及び施策の実施に関する

目標の追加が義務付けられたことを受け、本計画においても再生可能エネルギーの

導入目標を設定します。 

本市は、ゼロカーボンシティへチャレンジしていくことを表明した際に、民生部門（家

庭・オフィス）からの排出削減に重点的に取り組むとしていることから、民生家庭部門

及び民生業務部門における目標を設定するものとします。また、目標を設定する再

生可能エネルギーについては、本市の導入ポテンシャルは太陽光発電が圧倒的に

高いこと、民生部門（家庭・オフィス）への導入の可能性が高いことから、太陽光発

電を対象とし、以下の方法に基づいて導入目標を設定します。なお、太陽光発電以

外の再生可能エネルギーについては、本市の地域特性や導入ポテンシャル、導入コ

スト、費用対効果等を勘案し、本計画では目標を設定しませんが、設置の可能性が

ある場合は関係機関と連携して検討を進めます。 

▼太陽光発電の導入目標の設定方法 

区分 2030 年度 2050 年度 

10kW 未満 

2020 年度の導入容量に、2014～

2020 年度における平均増加量×

10 年を加えて推計 

2050 年度の住宅棟数の推計値の

80％※ に、2020 年度の 1 棟あたり

の導入容量を乗じて推計 

10kW 以上 

2020 年度の導入容量に、2014～

2020 年度における平均増加量×

10 年を加えて推計 

2020 年度の導入容量に、2014～

2020 年度における平均増加量×

30 年を加えて推計 

※全住宅の 80％に太陽光発電が設置されると仮定。 

▲太陽光発電の導入ポテンシャル（左：建物系、右：土地系） 

出典：再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 
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さらに、本市において地域脱炭素化促進事業を促進し、再生可能エネルギーの

最大限の導入を図るため、今後、地域脱炭素化促進事業の対象となる区域（以下

「促進区域」という。）の設定、並びに促進区域において整備する地域脱炭素化促

進施設の種類及び規模について、検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域脱炭素化促進事業とは、再生可能エネルギーを利用した地域の脱炭素化の

ための施設の整備及びその他の地域の脱炭素化のための取組を一体的に行う事業

であって、地域の環境保全及び地域の経済社会の持続的発展に資する取組を併せ

て行うものであり、その対象となる区域を促進区域と呼びます。 

～地域脱炭素化促進事業と促進区域～ 

出典：環境省資料 

＜事業範囲のイメージ＞ 

＜促進区域設定のイメージ＞ 
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（４）再生可能エネルギーの導入目標 

推計の結果を踏まえ、2030 年度には 462,331kW（2020 年度比 1.9 倍）、2050

年度には 1,294,716kW（2020 年度比 5.4 倍）の導入を目指します。 

なお、導入目標が達成された場合、2030 年度には 594,218MWh（121,467 世

帯相当）、2050 年度には 1,634,354MWh（334,087 世帯相当）の発電量が見込ま

れます。また、温室効果ガス排出量の削減率については、2013 年度における民生

部門（家庭・業務）の温室効果ガス排出量に対し、2030 年度には 10.7％、2050

年度には 29.5％となります。 

▼再生可能エネルギーの導入目標 

 2030 年度 ※1 2050 年度 ※1 

導入目標量（太陽光発電） 462,331 kW 1,294,716 kW 

 10kW 未満 141,343 kW 637,999 kW 

 10kW 以上 320,987 kW 656,717 kW 

発電見込量 594,218 kWh 1,634,354 kWh 

CO2 削減見込量 213,621 t-CO2 587,550 t-CO2 

削減率 ※2 ▲10.7 ％ ▲29.5 ％ 

※1：端数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

※2：2013 年度の民生部門（家庭・業務）比 
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第６章 地球温暖化対策 
１ 基本理念及び取組方針 
（１）基本理念 

 

 

市民・民間団体・事業者・行政等すべての主体が、将来の世代に対して責任を

持ち、率先して地球温暖化対策に取り組むことにより、持続可能なまちをつくります。 

取組にあたっては、水島コンビナート地区等における産業の技術力、美観地区等

の観光地、各地に残る古くからの生活文化、太陽の恵み等、本市の豊富な地域資

源を最大限に活用し、ゼロカーボンシティくらしきにチャレンジします。併せて、本取組

の成果を国内外に広めることにより、世界的な温室効果ガス削減に貢献します。 

 

 

市内の様々な「ものづくり」において脱炭素化が進んでいます。特に全国有数の重化

学コンビナートである水島コンビナートでは、高度な技術開発や企業間連携により、

国内外に競争力を有するカーボンニュートラルコンビナートが形成され、持続可能な

社会の実現に貢献しています。 

コンパクトで利便性の高い市街地が形成されるとともに、太陽エネルギー（太陽光・

太陽熱）やバイオマス・バイオガスの利用等、再生可能エネルギーが最大限導入さ

れています。また、住宅・建築物、モビリティの脱炭素化が進み、美しい街並みを維

持しつつ脱炭素型のまちが実現しています。 

人々のくらしは、エネルギー・食材等地域資源の地産地消や、ごみを出さない生活

様式、脱炭素型の商品・サービスの選択等、温室効果ガスを排出しないゼロカーボ

ンライフスタイルやゼロカーボンビジネススタイルが定着しています。 

美観地区をはじめとする観光資源を強みとして活かし、モビリティや観光関連商品・

サービス等の脱炭素化によって脱炭素型の観光地が実現するとともに、国内外に

PR することで地域の活性化につながっています。 

市民・民間団体・事業者・行政等すべての主体が、自ら率先して地球温暖化対策

に取り組むことに加えて、主体間や高梁川流域連携中枢都市圏等との連携・協働

を図ることにより、市内のみならず高梁川流域全体でカーボンニュートラルを実現し

ています。 

気候変動影響への適応策が適切に実施されるとともに、地域で活動する多様な主

体の防災意識が高まることで、気候変動による災害リスクに対応した安全・安心なま

ちになっています。  

脱炭素技術とゼロカーボンライフスタイルで持続可能な未来を創る 

ゼロカーボンシティくらしきのイメージ 
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ゼロカーボンシティくらしきのイメージ図 
郊外のイメージ 

中心部のイメージ 再生可能エネルギーの普及  
再生可能エネルギーの普及  

脱炭素で美しい街並み  

エネルギー・食材の地産地消  
都市の緑化  

ゼロカーボンライフスタイル  
モビリティの脱炭素化  

カーボンニュートラルコンビナートの形成  

脱炭素街区の形成  
コンパクトで利便性の高い中心市街地  

イメージ図は差し替え予定 
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（２）取組方針 
基本理念に基づき、本市の特徴を踏まえて 6 つの取組方針（4 つの「クール」と 1

つの「ホット」と 1 つの「そなえ」）を定め、地球温暖化対策に取り組んでいきます。 

４つの「クール」と１つの「ホット」と１つの「そなえ」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

ものづくりを「クール」に ～脱炭素型産業への転換～ 

つながりを「ホット」に ～主体間交流・連携の強化～ 
観光を「クール」に ～持続可能な観光地づくりの推進～ 
くらしを「クール」に ～ゼロカーボンライフスタイルへの転換～ 

まちを「クール」に ～脱炭素型まちづくりの推進～ 
■高度な生産技術と企業間連携によるものづくりの脱炭素化を進め、国内外に

競争力を備えたカーボンニュートラルコンビナートの形成を目指します。 

■市内事業者による再生可能エネルギー導入等の脱炭素化に向けた取組を促進

し、世界の温室効果ガス削減に資するものづくりを進めます。 

■脱炭素型のコンパクトなまちづくりを推進します。 

■本市の特性を活かした太陽エネルギー（太陽光・太陽熱）の利用等、再生可能

エネルギーの最大限の導入を図ります。 

■徒歩や自転車、公共交通機関による移動を主とする脱炭素型の交通体系をつ

くるとともに、ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の普及促進を図ります。

■市域の緑化を推進し、緑あふれるまちをつくります。 

■エネルギーを効率良く、賢く使うゼロカーボンライフスタイル・ビジネスス

タイルへの転換を図ります。 

■快適さと高い省エネルギー性能、再生可能エネルギー設備を兼ね備えた住空

間づくりを推進します。 

■持続可能な観光地づくりを推進します。 

■人と環境にやさしいおもてなしで観光振興を図ります。 

■高梁川流域連携中枢都市圏等の市内外のあらゆる主体が活発に交流し、皆が

連携・協力して地球温暖化対策に取り組める環境をつくります。 

気候変動への「そなえ」を ～気候変動への適応～ 
■気候変動への適応について、普及啓発を図るとともに、本市の地域特性に応

じた適応策を推進し、地域防災力の向上を図ります。 
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また、地球温暖化問題は、社会経済活動や市民生活等とも相互に関連するもの

であることから、地球温暖化対策を通じて地域課題の解決や生活の質の向上等に

も資することが期待されます。 

2021 年 10 月に閣議決定された「地球温暖化対策計画」では、地球温暖化対

策の基本的な考え方として、「環境・経済・社会の統合的向上」が掲げられており、

「地球温暖化対策の推進にあたっては、我が国の経済活性化、雇用創出、地域が

抱える問題の解決、そして SDGs の達成にもつながるよう、地域資源、技術革新、創

意工夫を活かし、AI、IoT 等のデジタル技術も活用しながら、環境、経済、社会の統

合的な向上に資するような施策の推進を図る」としています。 

本市の市政推進の最上位計画である「倉敷市第七次総合計画」では、目指す

将来像として「豊かな自然と 紡がれた歴史・文化を 次代へ繋ぎ 人と人との絆と

慈しみの心で 地域を結ぶまち倉敷」を掲げており、人と人の絆で、個性豊かな地域

を結び、災害に負けない活力あるまちづくりを進めていくとしています。 

これらを踏まえ、本市における地球温暖化対策の推進にあたっては、6 つの取組

方針（4 つの「クール」と 1 つの「ホット」と 1 つの「そなえ」）だけでなく、本市の地域特

性や「倉敷市第七次総合計画」で掲げる将来像を前提としたうえで、地球温暖化対

策と合わせて追求し得る便益「コベネフィット」（地球温暖化対策を推進することで、

交通、健康福祉、生活環境、地域経済、安心・安全な暮らし等他の分野にもメリット

があるという視点）も考慮して進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲地球温暖化対策に伴うコベネフィットの例 

出典：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル」 
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２ 各主体の役割 
地球温暖化対策の取組は、市民・民間団体・事業者・行政等の各主体が自ら率

先して行動するとともに、主体間が相互に連携・協力を図ることが重要です。なお、各

主体には次のような役割が期待されます。 

 

市民・民間団体 
地球温暖化の防止には、市民一人ひとりが高い意識と強い意思のもとに行動する

ことが最も重要です。 

これまでのライフスタイルやビジネススタイルを見直し、家庭や職場において継続

的に取り組める緩和策や気候変動影響への適応策を着実に実践していくことが求め

られます。 

また、現在市内では、経済団体やＮＰＯ、町内会や子ども会、老人クラブ等、様々

な民間団体が、地球温暖化対策に関する普及啓発活動を行っています。これら民

間団体には、地域に根ざした活動の推進とともに、市民・事業者・行政の取組をつな

ぐ役割が求められます。 

 

事業者 
事業者には、環境関連法令の遵守にとどまらず、事業活動が地球環境や社会に

与える影響を十分認識したうえで、ＣＳＲ（企業の社会的責任）を意識した環境配慮

行動が求められます。 

特に、本市では温室効果ガス排出量に占める産業部門の割合が極めて大きいこ

とから、新たな脱炭素技術の開発・実証・導入・商用や、消費・廃棄段階での温室

効果ガスの削減に寄与する脱炭素型の製品の生産のほか、物流に係る温室効果

ガスの削減等、事業活動全般での脱炭素化を総合的かつ計画的に推進する必要

があります。 

 

行政 
行政は、市域の総合的な地球温暖化対策の推進者として、自ら率先して排出削

減に取り組むとともに、市民・民間団体・事業者等が進んで、また、連携・協力して

地球温暖化対策に取り組むための環境づくりを行う必要があります。 

そのため行政には、本計画において市民・民間団体・事業者等に目指すべきゼロ

カーボンシティのイメージを示し、実現に向けた各主体の取組を支援するとともに、行

政のあらゆる事務や事業において、直接的な排出削減のみならず、ゼロカーボンシテ

ィを意識した施策の展開が求められます。 
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3 地球温暖化対策の体系 

前計画での 2030 年度目標の達成を見込める削減率で推移していることから、緩和

策については前計画の施策を継続、強化、拡充するものとし、さらに地域気候変動適

応計画に位置付ける適応策を追加しました。 

 

緩 

和 

策 

ものづくりを「クール」に ～脱炭素型産業への転換～ 

1-1 カーボンニュートラルコンビナートの形成 1-4 中小企業の環境経営支援 

1-2 脱炭素化に資するものづくりの促進 1-5 法令等による事業者の取組促進 

1-3 事業者による地球温暖化対策の促進  

まちを「クール」に ～脱炭素型まちづくりの推進～ 

2-1 コンパクトなまちづくりの推進 2-7 屋外照明の省エネルギー器具利用等の推進 

2-2 太陽エネルギー（太陽光・太陽熱）の利用

推進 

2-8 大規模集客施設設置事業者による脱炭素化

の促進 

2-3 バイオマス・バイオガスの利用推進 2-9 モビリティの脱炭素化の促進 

2-4 その他の再生可能エネルギーの導入検討 2-10 都市緑化及び森林整備・保全の推進 

2-5 水素利活用の促進 2-11 フロン対策の促進 

2-6 住宅・建築物の省エネルギー化・脱炭素化

の促進 
 

くらしを「クール」に ～ゼロカーボンライフスタイルへの転換～ 

3-1 COOL CHOICE（クールチョイス）の推進 3-6 脱炭素型商品の購入促進 

3-2 省エネ・再エネ住宅の普及促進 3-7 地産地消、旬産旬消の促進 

3-3 モビリティの脱炭素化の促進（再掲） 3-8 環境学習・環境啓発の推進 

3-4 ごみを出さない生活様式の促進 3-9 家庭へのエコ情報配信 

3-5 エネルギーの節約や転換の促進 3-10 環境情報の「見える化」の推進 

観光を「クール」に ～持続可能な観光地づくりの推進～ 

4-1 ZEV（ゼロエミッション・ビークル）を活用した

持続可能な観光地づくりの推進 

4-4 観光関連施設における地球温暖化対策の促

進 

4-2 ゼロカーボンライフスタイル体験観光イベント

の検討 

4-5 既存の観光イベントにおける地球温暖化対策の

促進 

4-3 持続可能な観光関連商品・サービスの促

進 
 

つながりを「ホット」に ～主体間交流・連携の強化～ 

5-1 環境学習拠点施設の活用 5-2 近隣自治体等との交流・連携の強化 

適 

応 

策 

気候変動への「そなえ」を ～気候変動への適応～ 

1-1 気候変動に伴う災害リスクや適応策の周知 1-4 感染症対策の推進 

1-2 自然災害への対応強化 1-5 暑熱対策の推進 

1-3 熱中症対策の推進 1-6 農林業・生態系における気候変動対策の推進 
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４ 緩和策 

 

 

1-1  カーボンニュートラルコンビナートの形成 

＜概要＞ 

全国有数の重化学コンビナートである水島コンビナートにおいて、立地企業の脱炭

素化に資するものづくりや、水素・アンモニアのサプライチェーン構築等に向けた企業

間連携を促進することにより、持続可能な社会の実現に貢献するカーボンニュートラ

ルコンビナートの形成を目指します。 

＜具体的な取組＞ 

カーボンニュートラルコンビナート実現に向けた研究 

脱炭素化に資する技術開発や国の動向等について研究するため、立地企

業と連携し、勉強会や視察等を行います。 

カーボンニュートラルコンビナート実現に向けた連携促進 

県や関係機関とともに官民連携組織を設置し、カーボンニュートラルコンビ

ナート実現に向けた取組や連携方法等を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ものづくりを「クール」に ～脱炭素型産業への転換～ 

2050 年カーボンニュートラルを実現するためには、脱炭素エネルギーや炭素循環

マテリアルへの転換をはじめとして、社会構造を大きく変える必要があります。この構造

変換の起爆剤、戦略拠点として、コンビナートが持つポテンシャルを最大限活用してコ

ンビナートのカーボンニュートラル化を目指す動きが始まっています。 

～カーボンニュートラルコンビナートのイメージ～ 

出典：経済産業省「カーボンニュートラルコンビナートの実現に向けた論点整理」 
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1-2  脱炭素化に資するものづくりの促進 

＜概要＞ 

水島コンビナートをはじめとする市内立地企業による脱炭素化に資する新技術の

研究開発や設備投資を促進することで、脱炭素型産業の集積を図ります。 

＜具体的な取組＞ 

脱炭素化に資するものづくりの促進 

脱炭素化に資する設備投資や研究開発に対し、奨励金の交付により支援

します。 

包括連携協定による官民連携の推進 

ものづくりを通じて、地域社会の脱炭素化に積極的に取り組む企業と市の

間で、「カーボンニュートラル実現に向けた包括連携協定」を締結し、官民

連携による取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、2050 年カーボンニュートラルに取り組む企業 4 社（2022 年 12 月時

点）と「カーボンニュートラル社会の実現に向けた包括連携協定」を締結し、官民連携

を推進することにより、持続可能なまちづくりを進めています。 

～カーボンニュートラル実現に向けた包括連携協定～ 

株式会社新来島サノヤス造船 

（2022 年 3 月 9 日） 

三菱自動車工業株式会社 

（2022 年 3 月 2 日） 

旭化成株式会社 

（2022 年 9 月 15 日） 

三菱商事株式会社※ 

（2022 年 5 月 20 日） 

＜包括連携協定締結式の様子＞ 

※三菱商事株式会社とは、「地域振興に関する連携協定」のなかで、カーボンニュートラル

社会の実現に向けた取組を進めていくとしています。 
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1-3  事業者による地球温暖化対策の促進 

＜概要＞ 

事業者による徹底した省エネルギー対策の実施や再生可能エネルギーの導入、

物流の脱炭素化等の地球温暖化対策を促進します。 

＜具体的な取組＞ 

事業者における自主的な取組の促進 

日本経済団体連合会の「カーボンニュートラル行動計画」や CSR 報告等、

大企業の自主削減計画の着実な実施を促進するとともに、中小企業にお

ける自主削減計画の策定を促進します。 

農業分野の省エネルギー化の促進 

農業機械・施設の省エネルギー化、電動化、燃油使用量削減効果の高い

加温機への変更等を促進します。 

再生可能エネルギーの導入促進 

事業者において、太陽エネルギーやバイオマスエネルギー等の再生可能エ

ネルギーの積極的な導入を促進します。 

グリーン物流の促進 

荷主企業と物流業者が協力・連携のもとモーダルシフトや ZEV（ゼロエミッシ

ョン・ビークル）への移行等を進めることによる物流の脱炭素化を促進します。 

脱炭素型商品（製品・サービス）の生産促進 

事業者において、製造時だけではなく、流通・物流や使用・廃棄に至るライ

フサイクル全体の環境負荷低減を意識したものづくりを促進します。また、

世界中の温室効果ガス削減に資する商品（製品・サービス）の生産を促進

するため、環境性能評価制度を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～カーボンプライシングの動向～ 

カーボンプライシングとは、炭素に価格を付け、温室効果ガスの排出者の行動を変

容させる経済的手法であり、主な手法としては、CO2 排出に対して、その量に比例した

課税を行うことで炭素に価格を付ける「炭素税」や、企業ごとに排出量の上限を決

め、上限を超過する企業と下回る企業との間で排出枠を売買する「排出量取引制

度」があります。 

排出量取引制度については、2022 年 9 月から、東京証券取引所において、既に

流通しているカーボン・クレジットの一つである J-クレジットを対象にした取引の実証が

始められるなど、多様なカーボン・クレジットの価格が公示される形で広く取引される

「カーボン・クレジット市場」の構築に向けた取組が進められています。 
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1-4  中小企業の環境経営支援 

＜概要＞ 

中小企業における環境経営（環境に配慮した企業経営）を促進するため、融資

等の各種支援を行います。また、中小企業の自主的な取組を促進するため、支援

制度や取組事例等の情報提供を通じて普及啓発を行います。 

＜具体的な取組＞ 

中小企業の環境経営支援 

省エネルギー設備等の導入支援や行政・経済団体等による環境セミナー

の実施、エコアクション 21（EA21）等の環境マネジメントシステムの導入や

継続支援、行政・金融機関による環境配慮型融資等により、中小企業の

地球温暖化対策を促進します。 

中小企業の取組を促進する仕組みの検討・推進 

省エネルギー設備等の導入に係る補助を受け、地球温暖化対策に積極

的に取り組む中小企業を広く PR することで、取組意欲の向上を図ります。 

商店街等の環境対応支援 

商店街等が CO2 削減を図るための機器の更新やリサイクルシステムの導

入等の環境に配慮した取組を支援します。 

 

1-5  法令等による事業者の取組促進 

＜概要＞ 

「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」

（省エネ法）や温対法に基づくエネルギー管理の適正化、温室効果ガス排出削減を

促進するとともに、倉敷市環境保全協定等を活用した取組を促進します。 

＜具体的な取組＞ 

法令の遵守による取組促進 

省エネ法への対応（エネルギー原単位改善、定期報告、中長期計画の提

出等）や温対法への対応（排出抑制指針に基づく事業活動、定期報告等）

等、法令の遵守を徹底することで、事業者におけるエネルギー管理の適正

化や温室効果ガス排出削減を促進します。 

倉敷市環境保全協定等を活用した取組促進 

市と企業との環境保全協定（公害防止協定）に基づき、温室効果ガス排

出削減や省エネルギーの取組を促進します。  
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2-1  コンパクトなまちづくりの推進 

＜概要＞ 

多極ネットワーク型の都市構造を活かしつつ、市全体のまちづくりのビジョンと連動

しながら公共交通機関や徒歩・自転車による移動を主とする脱炭素型の都市・地

域への転換を図ります。 

＜具体的な取組＞ 

脱炭素型の都市・地域づくりの推進 

各地域・地区の個性を活かした魅力ある拠点形成を進めるとともに、「倉敷

市立地適正化計画」に基づく都市のコンパクト化と公共交通網の整備等を

通じて、脱炭素型の都市・地域づくりを推進します。 

地域の特性に応じた持続可能な公共交通網の形成 

「倉敷市地域公共交通計画」に基づき、市民や地域企業、交通事業者、

行政等が連携して地域の特性に応じた持続可能な公共交通網の形成を

目指すとともに、公共交通機関の利用を促進します。 

自転車利用環境の整備 

「倉敷市自転車利用促進基本方針」に基づき、自転車道と歩行者道の分

離や自転車道の整備等、歩行者と自転車の両方が安全で安心して利用

できる道路・歩道の整備を進めることで、自転車の利用を促進します。 

 

2-2  太陽エネルギー（太陽光・太陽熱）の利用推進 

＜概要＞ 

日照条件に恵まれた本市の特性を活かして、公共施設・住宅・工場・事業所・大

規模集客施設等あらゆる場所での太陽光発電システム・太陽熱利用システムの導

入を促進します。なお、太陽光発電システムの導入にあたっては、「岡山県太陽光

発電施設の安全な導入を促進する条例」に基づき、地域環境との調和を図るものと

します。 

＜具体的な取組＞ 

住宅用太陽光発電システム・太陽熱利用システムの設置促進 

住宅用太陽光発電システム設置補助や太陽熱利用システム設置補助等

により、住宅における太陽エネルギーの利用拡大を図ります。さらに、蓄電

池システムの導入を促進することで、災害時でも電力を確保できる自家消

費型の太陽光発電システムの導入拡大を図ります。併せて、「倉敷市立地

２ まちを「クール」に ～脱炭素型まちづくりの推進～ 
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適正化計画」に基づく居住誘導区域への太陽光発電システム等の設置促

進についても検討します。 

公共施設への太陽光発電システム・太陽熱利用システムの設置推進 

「倉敷市公共建築物ゼロカーボン指針」に基づき、公共建築物を新築する

際等には、原則として太陽光発電システムの導入を検討します。また、蓄

電池システムや太陽熱利用システムについては、温室効果ガス削減効果、

施設の用途や立地条件、ライフサイクルコスト、「倉敷市立地適正化計画」

等を踏まえ、積極的に導入を検討していきます。 

工場・事業所等への太陽光発電システムの設置促進 

工場・事業所、大規模集客施設等における太陽光発電システムの設置を

促進します。 

電力購入契約モデル（PPA）を活用した太陽光発電システムの設置推進 

電力購入契約モデル（PPA）を活用して公共施設等への太陽光発電シス

テムの設置を推進するとともに、市民や事業者への情報発信等を通じて太

陽光発電システムの導入拡大を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PPA は、Power Purchase Agreement（電力購入契約）の略で、第 3 者所有モデ

ルとも呼ばれます。発電事業者が、再生可能エネルギーを導入する企業・家庭等に

太陽光発電システムを無償で設置し、所有・維持管理したうえで、発電された電力を

企業・家庭等に供給する仕組みです。 

需要家にとっては初期費用がかからずに太陽光発電設備システムを導入できる仕

組みであり、本市でも片島浄水場において 2023 年 2 月から PPA モデルを活用して

太陽光発電システムを導入予定です。 

～PPA モデルによる太陽光発電システムの導入～ 

出典：環境省資料 

＜オンサイト PPA モデルのイメージ＞ 
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共同購入による太陽光発電システムの設置促進の検討 

複数の購入希望者が共同で太陽光発電システムや蓄電池システムを購

入することによるスケールメリットを活かし、価格低減を促すことができる制

度の導入を検討します。 

再生可能エネルギー由来の電力の活用推進 

公共施設で使用する電力の再生可能エネルギー由来の電力への切り替え

を検討するとともに、市民・事業者への情報発信を通じて、再生可能エネ

ルギー由来の電力への切り替えを促進します。 

土地を活用した太陽光発電システムの設置促進 

建物の屋根に加えて、カーポートや農地（ソーラーシェアリング）等への太陽

光発電システムの設置や自家消費を促進することで、土地を有効活用す

るとともに、エネルギーの地産地消を図ります。 

観光エリア等への太陽光発電の設置促進 

観光エリアや公園等への太陽光発電街灯や足元灯の設置を促進するとと

もに、これらを活用した普及啓発を行います。 

 

2-3  バイオマス・バイオガスの利用推進 

＜概要＞ 

循環型社会の形成を図るため、地域の未利用バイオマス・バイオガス資源の利

活用を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

廃棄物発電による電力の地産地消の推進 

市のごみ処理施設等で発電した電力を市の他施設で消費できる仕組みを

構築し、電力の地産地消を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物発電は、ごみ焼却時に発生する高温の蒸気で

タービンを回して発電する仕組みです。本市では、水島清

掃工場で廃棄物発電を行っているほか、2025 年に稼働

予定の（仮称）倉敷西部クリーンセンターにおいても廃棄

物発電を計画しています。（仮称）倉敷西部クリーンセン

ターでの年間発電量は、一般家庭約 1 万世帯の年間電

力消費量に相当する 44,000MWh の計画であり、発電し

た電力は他の市有施設への送電を検討しています。 

～電力の地産地消～ 

＜完成予想イメージ＞ 
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下水処理過程で排出される汚泥等の有効利用 

倉敷市児島下水処理場で導入しているバイオガス発電設備（愛称：くらげ

んき）を適切に運用することで、下水処理過程で排出される汚泥の有効利

用を進めていきます。 

廃食油を原料とした BDF の利用 

市内の家庭から排出された廃食用油（使用済天ぷら油）から、バイオディ

ーゼル燃料（BDF）を精製し、ごみ収集車等の公用車に利用するとともに、

公用車の燃料以外への活用方法を検討します。 

木質バイオマスの利用促進 

高梁川流域連携中枢都市圏と連携して、バイオマスボイラー、ペレットスト

ーブ、薪ストーブ等の木質バイオマスの普及・利用について検討します。 

 

2-4 その他の再生可能エネルギーの導入検討 

＜概要＞ 

夏は大気よりも冷たく、冬は大気よりも温かくなる温度差エネルギー等のこれまで

利用されていなかったエネルギーや小水力発電等の導入の可能性について検討し

ます。 

＜具体的な取組＞ 

地中熱の利用に向けた検討 

地中熱について、公共施設において冷暖房や給湯等への活用の可能性を

調査、検討するとともに、活用事例等の情報提供を通じて市民・事業者へ

の導入を促進します。 

小水力発電や風力発電等の導入に向けた検討 

小水力発電や風力発電等については、今後、設置の可能性がある場合は、

関係機関と連携して検討を進めます。 

 

2-5 水素利活用の促進 

＜概要＞ 

補助制度により水素エネルギーの利活用を支援するなど、水素利活用を促進し

ます。 

＜具体的な取組＞ 

水素利活用の支援 

戸建住宅用燃料電池システム（エネファーム）や燃料電池自動車（FCV）
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に関する補助制度を実施し、水素エネルギーの利活用を支援します。 

 

2-6  住宅・建築物の省エネルギー化・脱炭素化の促進 

＜概要＞ 

住宅やオフィスビル等について、建築物本体の断熱性能の向上及び機器・設備

の高効率化を促進するとともに、エネルギー使用状況の見える化や省エネルギー診

断の実施により徹底したエネルギーマネジメントを促進します。 

＜具体的な取組＞ 

住宅・建築物の省エネルギー化・脱炭素化の促進 

新築の住宅やオフィスビル等について、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウ

ス）・ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の導入を促進するとともに、既存の

住宅やオフィスビル等については、断熱改修や省エネルギー性能の高い照

明、空調機器、給湯機器等の導入により、建築物の省エネルギー化・脱炭

素化を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高い断熱性能と高効率設備による可能な限りの省エネルギー化と再生可能エネ

ルギーの導入により、年間での一次エネルギー消費量が正味（ネット）でゼロまたは概

ねゼロとなる住宅を ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、ビルを ZEB（ネット・ゼロ・エ

ネルギー・ビル）と呼びます。 

～ZEH・ZEB～ 

出典：資源エネルギー庁「ZEH ロードマップ検討委員会とりまとめ」 

＜ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）のイメージ＞ 
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法律の認定制度に基づく省エネルギー化の促進 

「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づく低炭素建築物新築等計

画の認定や、「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」に基づ

く性能向上計画の認定により、建築物の省エネルギー化・脱炭素化を促進

します。 

徹底的なエネルギーマネジメントの促進 

HEMS や BEMS の導入によるエネルギー使用状況の見える化や省エネルギ

ー診断の実施により、徹底したエネルギーマネジメントの実施を促進します。 

公共施設の省エネルギー化・脱炭素化の推進 

「倉敷市公共建築物ゼロカーボン指針」に基づき、公共建築物を新築する

際等には、ZEB 化を検討し、省エネルギー性能の高い照明や空調機器等

の導入、断熱性能の向上を図ります。 

 

2-7  屋外照明の省エネルギー器具利用等の推進 

＜概要＞ 

屋外照明に LED 照明器具の使用を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

LED の導入 

防犯や安全確保のために設置する地域防犯灯や中学校通学路防犯灯の

LED 化を推進します。 

 

2-8  大規模集客施設設置事業者による脱炭素化の促進 

＜概要＞ 

大規模小売店舗立地法に基づく大規模小売店舗の脱炭素化に資する地域貢

献活動をはじめとして、大規模集客施設の脱炭素化や来客者への地球温暖化対

策に関する普及啓発を促進します。 

＜具体的な取組＞ 

アイドリングストップの促進 

「岡山県環境への負荷の低減に関する条例」に基づき、駐車場管理者に

対して、アイドリングストップを利用者に呼びかけるよう求めます。 

 

2-9  モビリティの脱炭素化の促進 
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＜概要＞ 

電気自動車（EV）の生産地として、電気自動車等の普及に向けたインフラ整備を

行うとともに、電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、燃料電池自

動車（FCV）等の ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の普及促進を図ります。 

一方、自家用車に依存するライフスタイルが定着している特徴を踏まえ、公共交

通機関や自転車等の利用を促進することで過度な自家用車依存から脱却を図ると

ともに、公共交通を快適に利用できる環境の提供によって交通の脱炭素化に努めま

す。 

＜具体的な取組＞ 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の普及促進 

電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、燃料電池自動車

（FCV）の導入支援を通じた移動車両の脱炭素化を推進するとともに、災害

時でも非常用電源として活用できる V2H（ビークル・トゥ・ホーム）や V2B（ビ

ークル・トゥ・ビルディング）の導入を促進します。 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の利用環境の整備 

公用車への ZEV の導入や公共施設への充電設備の整備を通じて、市域

の ZEV の普及や走行環境の整備を促進します。 

エコドライブ等の促進 

ふんわりアクセル、加減速の少ない運転等のエコドライブを普及促進します。 

エコ通勤の促進 

「チャレンジ・エコ通勤」として市が率先して取り組むとともに、「スマート通勤

おかやま」等の取組を通じて、エコ通勤を促進します。 

ノーマイカーデーの普及促進 

岡山県が実施する「岡山県下統一ノーマイカーデー」に市が率先して取り

組むとともに、市民・事業者に対して普及促進を図ります。 

公共交通の利用促進 

「倉敷市地域公共交通計画」に基づき、自転車と鉄道・路線バス等の公

共交通との接続性を高め、公共交通にアクセスしやすい環境を構築すると

ともに、公共交通をお得・便利に利用できる取組を推進します。 

 

2-10  都市緑化及び森林整備・保全の推進 

＜概要＞ 

「第二次倉敷市緑の基本計画」に基づき、市街地の緑化等を推進し、うるおいと

安らぎのある生活空間の形成を目指します。 
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＜具体的な取組＞ 

市街地の緑化推進 

緑のカーテンや住宅用生垣の普及、緩衝緑地や公園緑地の拡大、建物の

屋上緑化・壁面緑化の普及を促進するとともに、緑のリサイクル事業、フラ

ワーロード事業等により、市街地の緑化を推進します。 

森林整備の推進 

森林吸収源として適切な森林整備・保全を図るとともに、事業者や市民団

体等の参加による持続的な森林保全活動の仕組みを検討します。 

 

2-11 フロン対策の促進 

＜概要＞ 

2015 年 4 月から施行されている「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に

関する法律」（フロン排出抑制法）に基づき、公共施設におけるフロン対策に努めると

ともに、事業者に対して情報提供を行うなど普及啓発に努めます。 

＜具体的な取組＞ 

フロン対策の促進 

冷媒としてフロン類が使用されている業務用のエアコンや冷凍・冷蔵機器に

ついて、公共施設における適正管理に努めるとともに、事業者に対して情報

提供を行うなど、普及啓発に努めます。 
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3-1  COOL CHOICE（クールチョイス）の推進 

＜概要＞ 

「COOL CHOICE」（クールチョイス）は、国が掲げた「2030 年度に温室効果ガス排

出量を 2013 年度比で 46％削減する」という目標の達成のため、環境省を中心とし

て展開されている国民運動です。また、2022 年 10 月には、国民・消費者の行動変

容、ライフスタイルの変革を促すため、新たに「脱炭素につながる新しい豊かな暮らし

を創る国民運動」が立ち上げられました。本市としても「COOL CHOICE」（クールチョイ

ス）及び「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

COOL CHOICE（クールチョイス）、脱炭素につながる新しい豊かな

暮らしを創る国民運動の推進 

本市は、「COOL CHOICE」（クールチョイス）及び「脱炭素につながる新しい

豊かな暮らしを創る国民運動」に参画しています。市が率先して取り組むと

ともに、市民・事業者への情報発信を通じて、ゼロカーボンライフスタイルや

ビジネススタイルへの転換を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ くらしを「クール」に ～ゼロカーボンライフスタイルへの転換～ 

新たな国民運動では、衣食住にわたる国民の将来の暮らしの全体像「脱炭素に

つながる新しい豊かな暮らしの 10 年後」が示されています。 

～脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動～ 

出典：環境省ホームページ 
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取組例 年間節約額 CO2 削減効果 

引っ越しの際に、省エネ基準を満たした住宅を

選択する。断熱性能の高い窓ガラスやサッシ

への交換等の断熱リフォームを実施する。 

9.4 万円 1,131kg-CO2 

太陽光発電設備を設置する。 5.3 万円 920kg-CO2 

LED 等の高効率な照明を導入する。 3 千円 27kg-CO2 

省エネ性能の高い冷蔵庫、エアコンに買い替える。エネルギ

ー使用量の表示・管理システム（HEMS）や IoT 家電の活用に

より、節電を行う。 

2.8 万円 265kg-CO2 

高効率給湯器（ヒートポンプ式、潜熱回収型給湯器、家庭用

燃料電池）へ更新する。 
3.5 万円 526kg-CO2 

夏期の軽装や冬期の暖かい服装等により、冷房

や暖房の設定を適切な室温にする。 
4 千円 41kg-CO2 

節水シャワーヘッド、節水型のトイレへの交換、蛇口への節水

アダプタの設置、節水効果の高いドラム式洗濯機の導入等を

行う。 

1.6 万円 105kg-CO2 

買いすぎの防止等により、家庭からの食品ロスを削減する。 9 千円 5.4kg-CO2 

マイボトル、マイバッグの利用、分別等により容器

包装プラスチック等のごみを削減する。 
4 千円 29kg-CO2 

テレワークにより、通勤に伴う移動を削減する。 6.1 万円 840kg-CO2 

自動車購入時に、次世代自動車（HV、PHV、

EV、FCV）を選択する。 
7.5 万円 610kg-CO2 

近距離通勤の場合、通勤手段を自動車から自

転車や徒歩通勤に見直す。 
1.2 万円 162kg-CO2 

 

国の「地球温暖化対策計画」では、家庭部門からの温室効果ガス排出量につい

て「2030 年度に 2013 年度比 66％削減」を目指すとされており、この目標を達成

するためには、各世帯で 2020 年度から 1,489kg-CO2 削減する必要があります。 

「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」では、衣食住にわたる

具体的な行動や削減効果が示されていますので、これらを参考にできるところから

取り組んでみましょう。 

～脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動～ 

出典：環境省ホームページ 
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ゼロカーボンアクション 30 を活用した普及啓発 

「ゼロカーボンアクション３０」を活用し、衣食住や移動、買い物等の日常生

活における脱炭素行動や暮らしにおけるメリット、CO2 削減効果に関する情

報発信を通じて、市民・事業者の地球温暖化対策の取組を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2  省エネ・再エネ住宅の普及促進 

＜概要＞ 

断熱性能の向上等による省エネルギー化や太陽光発電システム等の再生可能

エネルギーの導入により、住宅の脱炭素化を促進します。 

＜具体的な取組＞ 

ZEH の普及促進 

ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）に関する情報発信を通じて普及を図

るとともに、補助制度を活用し、住宅の脱炭素化を促進します。 

省エネ性能を有する住宅の普及促進 

住宅の省エネ改修を対象としたリフォームの補助事業に関する情報発信を

通じて、省エネ性能を有する住宅ストックの形成を図ります。 

脱炭素社会の実現には、一人ひとりのライフスタイルの転換が重要となります。「ゼロ

カーボンアクション 30」では、日常生活における脱炭素行動やメリット、CO2 削減効果

等が示されています。 

～ゼロカーボンアクション 30～ 

出典：環境省ホームページ 
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3-3  モビリティの脱炭素化の促進（再掲） 

＜概要＞ 

電気自動車（EV）の生産地として、電気自動車等の普及に向けたインフラ整備を

行うとともに、電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、燃料電池自

動車（FCV）等の ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の普及促進を図ります。 

一方、自家用車に依存するライフスタイルが定着している特徴を踏まえ、公共交

通機関や自転車等の利用を促進することで過度な自家用車依存から脱却を図ると

ともに、公共交通を快適に利用できる環境の提供によって交通の脱炭素化に努めま

す。 

＜具体的な取組＞ 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の普及促進 

電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、燃料電池自動車

（FCV）の導入支援を通じた移動車両の脱炭素化を推進するとともに、災害

時でも非常用電源として活用できる V2H（ビークル・トゥ・ホーム）や V2B（ビ

ークル・トゥ・ビルディング）の導入を促進します。 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の利用環境の整備 

公用車への ZEV の導入や公共施設への充電設備の整備を通じて、市域

の ZEV の普及や走行環境の整備を促進します。 

エコドライブ等の促進 

ふんわりアクセル、加減速の少ない運転等のエコドライブを普及促進します。 

エコ通勤の促進 

「チャレンジ・エコ通勤」として市が率先して取り組むとともに、「スマート通勤

おかやま」等の取組を通じて、エコ通勤を促進します。 

ノーマイカーデーの普及促進 

岡山県が実施する「岡山県下統一ノーマイカーデー」に市が率先して取り

組むとともに、市民・事業者に対して普及促進を図ります。 

公共交通の利用促進 

「倉敷市地域公共交通計画」に基づき、自転車と鉄道・路線バス等の公

共交通との接続性を高め、公共交通にアクセスしやすい環境を構築すると

ともに、公共交通をお得・便利に利用できる取組を推進します。 

 

3-4  ごみを出さない生活様式の促進 

＜概要＞ 
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循環型社会の形成を一層進めるため、マイボトル・マイ箸運動やごみ分別細分化、

ペットボトル回収や食品残さの堆肥化等、ごみ減量と再資源化に向けた取組を推進

します。 

＜具体的な取組＞ 

ごみの排出削減 

「マイボトル・マイ箸運動推進協力店認定制度」を活用し、マイボトル・マイ

箸運動、ごみ分別細分化等によるごみ排出量の削減を図ります。 

食品ロスの削減 

まだ食べられるのに捨てられている「食品ロス」について、食品ロス削減の重

要性への理解と関心増進を図るための情報発信及び食の循環や環境を

意識した食育等を行い、普及促進を図ります。 

生ごみの堆肥化の促進 

生ごみ処理容器や生ごみ処理機に関する補助制度を活用し、家庭から排

出される生ごみの堆肥化を促進します。 

再資源化の推進 

ペットボトルのステーション及び協力店による回収、学校給食等における食

品残さの堆肥化を推進するとともに、「ごみ減量化協力団体報奨金交付制

度」により自主的に資源回収を実施する団体を支援すること等によるリサイ

クル率の向上を図ります。 

 

3-5  エネルギーの節約や転換の促進 

＜概要＞ 

日々の生活の中で使用するエネルギーの削減や、再生可能エネルギー由来の電

力への切り替え等を促すことにより、ライフスタイルの変革を進め、温室効果ガス排

出量の削減を図ります。 

＜具体的な取組＞ 

省エネルギー対策の促進 

日々の省エネルギー行動及び LED や省エネルギー性能の高い家電製品

への買い替えを促進することで、エネルギーを効率良く、賢く利用するライフ

スタイル・ビジネススタイルへの転換を図ります。 

再生可能エネルギー由来の電力の活用促進 

太陽光発電システムの設置が困難な場合には、再生可能エネルギー由来

の電力への切り替えを促進することで、温室効果ガス排出量の削減を図り
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ます。 

 

3-6  脱炭素型商品の購入促進 

＜概要＞ 

環境配慮マークやカーボンフットプリントに関する情報発信を通じて、製造時だけで

はなく、物流や使用・廃棄時に至るライフサイクル全体での環境負荷に関する理解

を深めることで、脱炭素型商品の購入を促進します。 

＜具体的な取組＞ 

脱炭素型商品の購入促進 

環境配慮マーク等に関する情報発信を通じて、脱炭素型の商品の購入を

促進します。 

カーボンフットプリントに関する普及啓発 

カーボンフットプリントに関する普及啓発を通じて、商品の製造から廃棄に至

るまで多くのエネルギーを消費し、温室効果ガスを排出していることに関す

る理解を促進します。 

 

3-7  地産地消、旬産旬消の促進 

＜概要＞ 

地元で生産された食材を地元で消費する「地産地消」や、旬の食材を消費する

「旬産旬消」を促進することで、食材の輸送や生産に係るエネルギー消費量の削減

に努めます。 

＜具体的な取組＞ 

公共施設における地産食材の使用、旬消の推進 

市内学校園の給食等、公共施設における地産食材の使用を推進し、市が

率先して食材の地産地消、旬産旬消を推進するとともに、給食試食会等を

通じて地元食材の利用に関する普及啓発に努めます。 

飲食・小売業における地産品の使用・販売の促進 

市内の飲食・小売業において、旬の食材を使用した飲食メニューの提供や

フードマイレージの小さい地産食材の販売を促進します。 

地元農水産物の PR の推進 

地元農水産物の PR や啓発講座の実施を通じて、地域の農水産業の活性

化を図るとともに、地産地消・旬産旬消を促進します。 
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フードマイレージに関する普及啓発 

フードマイレージに関する普及啓発を通じて、食料の生産地と消費地の距

離が遠くなるほど輸送に係るエネルギー消費量が増大することに関する理

解を深め、地元食材の利用を促進します。 

 

3-8  環境学習・環境啓発の推進 

＜概要＞ 

環境学習拠点施設である「倉敷市環境学習センター」等を活用して、環境学習、

環境啓発を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

環境学習・啓発活動の実施 

将来の脱炭素社会づくりを担う子どもの環境に対する意識や知識の向上を

図るため、施設見学や学校園での出前講座、学校での小学生向け学習素

材の活用等を通じて、環境学習を推進します。また、市民一人ひとりの地

球温暖化対策の普及・定着を図るため、環境をテーマにした絵本の活用や、

自然観察会等の様々な環境関連イベントの実施を通じて、環境啓発活動

を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、地球温暖化問題や倉敷市の取組を知ってもらうため、小学 6 年生向け

の学習素材「地球のために私たちにできること」を作成しています。学校やご家庭等で

の環境学習にぜひご活用ください。 

～学習素材～ 
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海ごみに関する普及啓発 

内陸部から河川を通じて流入する海ごみの発生抑制のため、普及啓発を

行います。 

 

3-9  家庭へのエコ情報配信 

＜概要＞ 

市民の地球温暖化への理解を深め、地球温暖化対策の取組を促進するため、

効果的な情報について検討するとともに、市のホームページや広報をはじめとして、

多様なメディアによる積極的な情報発信を進めます。 

＜具体的な取組＞ 

環境関連イベントを通じた普及啓発 

環境関連イベントを開催し、地球温暖化の現状や地球温暖化対策の普及

啓発を図ります。 

市の広報や地元メディア等を通じた情報発信 

市のホームページや広報紙、ケーブル TV、コミュニティ FM 等、あらゆる媒

体を通じて「G-KEA」の普及啓発を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、家庭や街でできる市民の取組をまとめた「グリーンくらしきエコアクション

（G-KEA）」を活用し、環境啓発イベント等で環境情報を発信しています。 

～グリーンくらしきエコアクション（G-KEA）～ 
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3-10  環境情報の「見える化」の推進 

＜概要＞ 

住宅や工場、事業所におけるエネルギー消費量や CO2 排出量の「見える化」を

促進し、省エネルギー・脱炭素化を進めます。 

＜具体的な取組＞ 

ワットチェッカー、ワットアワーメーター等の貸出 

家庭での省エネルギー・脱炭素化に対する市民の自覚を促すため、市によ

るワットチェッカーやワットアワーメーター等の貸出を行うとともに、環境家計

簿の普及を進めます。 

日常生活における CO2の「見える化」の推進 

市役所や小売・飲食店、宿泊施設、公共交通機関等、日常生活のあらゆ

るシーンで CO2 を「見える化」する環境を整備し、市民意識の向上を図りま

す。 
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4-1  ZEV（ゼロエミッション・ビークル）を活用した持続可能 

な観光地づくりの推進 

＜概要＞ 

「美観地区」をはじめとして観光資源が点在する本市において、レンタカー会社等

への ZEV の導入促進を図り、ZEV を活用した持続可能な観光を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の利用環境の整備 

観光エリアを含め充電設備を整備し、電気自動車での観光の利便性向上

を図ります。 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の観光利用の促進 

レンタカー事業者を含め、市内での ZEV 導入を促進し、観光客への ZEV

利用を促進するとともに、公共交通機関や自転車の利用、徒歩での観光

を促進します。 

 

4-2  ゼロカーボンライフスタイル体験観光イベントの検討 

＜概要＞ 

先進的な地球温暖化対策を行う企業の見学等、環境をテーマに取り入れた体験

型観光イベントの実施によるゼロカーボンライフスタイルの普及啓発を行います。 

＜具体的な取組＞ 

エコ企業体験ツアーの実施の検討 

地球温暖化対策を推進する「エコ製品」生産等の企業の見学を取り入れ

ることで、参加者の環境保全に対する意識啓発及び「エコ製品」の普及拡

大を図ります。 

 

4-3  持続可能な観光関連商品・サービスの促進 

＜概要＞ 

年間 500 万人前後の観光客が訪れる本市において、持続可能な観光を推進す

るため、CO2 排出量が少ない観光関連商品・サービスの生産・消費を促進します。 

＜具体的な取組＞ 

４ 観光を「クール」に ～持続可能な観光地づくりの推進～ 
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持続可能な観光商品・サービスの開発促進 

市や経済団体等による表彰・認定制度等を通じて、地産地消や簡易包装、

リサイクル等、土産品の製造・販売や飲食サービスの提供時等に CO2 排出

の少ない商品・サービスの開発を促進します。 

 

4-4  観光関連施設における地球温暖化対策の促進 

＜概要＞ 

本市の観光関連施設において、様々な地球温暖化対策を一体的に行うことで、

市民や観光客への普及啓発を行うとともに、持続可能な観光地として全国に PR し

ます。 

＜具体的な取組＞ 

観光関連施設における地球温暖化対策の促進 

観光エリアにおいて、景観条例に基づく太陽光発電の設置、屋外照明への

LED の導入、店舗の省エネルギー化、マイボトル・マイ箸、地産地消推進の

取組等を一体的に行うことで、持続可能な観光地として全国に PR します。 

 

4-5  既存の観光イベントにおける地球温暖化対策の促進 

＜概要＞ 

既存の観光イベントについて環境配慮の取組を促進することで、市民や観光客へ

の普及啓発を行います。 

＜具体的な取組＞ 

イベントにおける環境配慮の取組の促進 

「グリーンイベントガイドラインおかやま」等を活用しつつ、市内各地で開催さ

れるイベントについて、環境配慮の取組を促進します。 
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5-1  環境学習拠点施設の活用 

＜概要＞ 

2012 年度に、環境学習拠点施設として開館した「倉敷市環境学習センター」を

活用して、市民・民間団体・事業者・行政間の連携の強化を図り、地域に根差した

地球温暖化対策を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

「倉敷市環境学習センター」を拠点とした交流・連携の強化 

ライブラリー、展示ルーム、会議室を備えている「倉敷市環境学習センター」

を環境学習の拠点施設として、市民・民間団体・事業者・行政等の各主

体間の交流と連携の強化を図ります。 

 

5-2  近隣自治体等との交流・連携の強化 

＜概要＞ 

本市は、高梁川流域の 6 市 3 町（新見市、高梁市、総社市、早島町、矢掛町、

井原市、浅口市、里庄町、笠岡市）とともに高梁川流域連携中枢都市圏を形成し

ており、連携中枢都市として中心的な役割を担っています。地球温暖化対策に関し

ても、これらの近隣自治体や県と積極的に交流し、連携の強化を図るとともに、地域

循環共生圏の形成に向けて率先的な役割を果たしていきます。 

＜具体的な取組＞ 

高梁川流域カーボンニュートラル研究会の開催 

高梁川流域カーボンニュートラル研究会を設立し、高梁川流域のカーボン

ニュートラル実現に向けて、実現可能性や具体的な施策等について調査・

研究を行います。また、岡山連携中枢都市圏（岡山市、津山市、玉野市、

総社市、備前市、瀬戸内市、赤磐市、真庭市、和気町、早島町、久米南

町、美咲町、吉備中央町）とも共同して、圏域での排出削減を推進します。 

近隣自治体等との交流・連携の強化 

高梁川流域生物多様性エコツアーや高梁川流域こどもサミットの開催、高

梁川流域瀬戸内海ブルー・オーシャン事業の実施等、近隣自治体や県、

岡山連携中枢都市圏と積極的に交流し、連携の強化を図ります。 

 

 

５ つながりを「ホット」に ～主体間交流・連携の強化～ 
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▲高梁川流域連携中枢都市圏及び岡山連携中枢都市圏 

高梁川流域連携中枢都市圏 岡山連携中枢都市圏 

※総社市と早島町は、高梁川流域連携中枢都市圏及び

岡山連携中枢都市圏の両方の構成自治体。 
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地域循環共生圏の形成に向けた取組の推進 

地域循環共生圏の形成に向けて、各市町の地域資源を活かし率先的に

取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

本市は、2020 年 7 月、経済・社会・環境の分野をめぐる広範な課題に統合的に取

り組む「SDGs 未来都市」に選定されました。2020 年 8 月には「倉敷市 SDGs 未来都

市計画」を策定し、倉敷市・高梁川流域圏における持続可能なまちづくりを推進してい

ます。 

～SDGs 未来都市～ 

出典：「倉敷市 SDGs 未来都市計画」 

＜事業のイメージ＞ 
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５ 適応策 

 

 

１-1  気候変動に伴う災害リスクや適応策の周知 

＜概要＞ 

気候変動に伴う災害リスクやその適応策に関する情報発信を通じて、市民・事業

者等の地域で活動する多様な関係者の防災意識を醸成し、地域防災力の向上を

図ります。 

＜具体的な取組＞ 

防災訓練や防災啓発活動の実施 

「自助・共助・公助」の防災理念のもと、防災訓練や出前講座等を通じて、

災害に対する意識や防災知識の向上を図ります。 

自主防災組織の結成促進及び活性化策の実施 

自主防災組織活動の事例紹介や組織間の連携を促すことで、自主防災

組織結成を促進し、また、停滞組織の活性化を通じて、地域の防災力の

向上を図ります。 

 

１-2  自然災害への対応強化 

＜概要＞ 

「平成 30 年 7 月豪雨」災害の経験や課題を踏まえ、自然災害による社会経済

活動への影響を回避し、市民の安全を確保するため、関係部署と連携し、全庁的

に自然災害への対応強化を図ります。 

＜具体的な取組＞ 

ハザードマップや災害対応マニュアルの整備 

自然災害が予測される区域や避難場所等を示した各種ハザードマップや

災害対応マニュアルを充実させることにより、自然災害への対応を計画的

に推進します。 

産業部門における災害対応強化 

自然災害から事業者が従業員・資産を守り、業務の継続及び早期復旧体

制を作るためのＢＣＰ（事業継続計画）の策定を促進します。 

居住と都市機能の誘導 

「倉敷市立地適正化計画」に基づき、土砂災害や水害等の災害リスクの

１ 気候変動への「そなえ」を ～気候変動への適応～ 
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低い場所へ居住と都市機能の誘導を図ります。 

災害時の備蓄品等の整備 

防災備蓄倉庫や災害備蓄品の整備を行うことで、物資の配送・備蓄体制

を強化します。 

観光客に向けた災害時情報収集・拠点の整備 

災害発生時の情報収集拠点となる倉敷館等の観光施設に停電時でも利

用できる無線公衆 LAN を整備するとともに、倉敷観光 Web の多言語化や

案内所のデジタルサイネージによる災害情報の提供等により、観光客の安

心・安全の確保を図ります。 

農業分野における防災・減災 

ため池ハザードマップを活用した避難経路等の周知や、田んぼダムの導入、

農業用ため池の改修、農業用排水機場の整備、ため池の水位監視システ

ムの設置等によって、大雨等に対する防災・減災を図ります。 

下水道施設の整備、雨水利用 

下水道施設の整備を計画的に行います。また、雨水貯留槽に関する補助

制度を活用し、雨水の利用及び雨水の流出抑制を推進します。 

河道や堤防、水道施設の整備 

河道や堤防、水道施設の整備により、自然災害への対応の強化を図りま

す。 

 

１-3  熱中症対策の推進 

＜概要＞ 

平均気温の上昇による熱中症の増加を抑制するため、熱中症のリスクや予防に

関する情報発信や啓発等を通じて、子どもから高齢者まで広く熱中症対策を推進し

ます。 

＜具体的な取組＞ 

熱中症予防の普及啓発 

広報紙やメディアを活用した熱中症リスクや予防に関する情報発信、健康

教育等を通じて、熱中症予防の普及啓発に努めます。 

 

１-4  感染症対策の推進 

＜概要＞ 

平均気温の上昇による感染リスクの増加を抑制するため、感染症のリスクや予防
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に関する情報発信を通じて、感染症対策を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

下水道施設の整備 

感染症対策のため、下水道施設を整備することにより、病原体を媒介する

蚊等の発生を抑制します。 

 

１-5  暑熱対策の推進 

＜概要＞ 

ヒートアイランド現象を含む都市の気温上昇による健康被害を軽減するため、緑

化の推進や透水性舗装の導入等により、地表面被覆の改善に取り組みます。 

＜具体的な取組＞ 

緑・水の確保、透水性舗装の導入 

緑のカーテンや住宅用生垣の普及、公園緑地の拡大等の市街地の緑化

の推進、透水性舗装の導入等により地表面の温度上昇を抑制します。 

 

１-6  農林業・生態系における気候変動対策の推進 

＜概要＞ 

気候変動による農林業や生態系における影響を軽減するため、関係機関と連携

して対策を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

農林業における高温対策 

高温耐性がある品種の選定や高温障害回避技術の確立に向けて、県や

関係機関と連携して検討を進めます。 

自然環境調査の実施 

生物多様性の保全を図るため、生物分布調査等により、自然環境への意

識や理解の醸成を図ります。 
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６ 進行管理指標一覧 
「クールくらしきアクションプラン」に基づく緩和策及び適応策の取組状況を管理する

ための指標を示します。以下の項目は、上位計画である「倉敷市第七次総合計画」ま

たは「倉敷市第三次環境基本計画」で指標として設定されている項目であり、今後、

計画改定された場合には、「クールくらしきアクションプラン」における進行管理指標に

ついても見直しを行っていきます。 

 

▼緩和策に関する進行管理指標 

施策番号 進行管理指標 
実績値 

（2019 年度） 

目標値 

（2030 年度） 

1-2 
・企業が補助金を受けて行う、環境に配慮した研

究・開発、設備投資の件数 
2 件 

30 件 

（10 か年計） 

1-4 
・環境マネジメントシステムを導入し、環境経営に

取り組んでいる事業者の割合 
53.0％ 61.5％ 

2-1 
・倉敷駅を中心とする中心市街地における歩行

者・自転車通行量 
116,656 人 128,000 人 

2-1 
・水島臨海鉄道・井原鉄道・路線バス・コミュニテ

ィタクシーの年間利用者数 
5,323 千人 5,640 千人 

2-1 
・交通弱者（移動手段がない人）が不便なく移動

できていると思っている人の割合 
23.0％ 41.0％ 

2-2 ・太陽光発電システムの導入件数（10kW 未満） 18,642 件 30,000 件 

2-10 
・身近な地域の緑の量が多いと感じている人の割

合 
35.1％ 38.5％ 

3-4 ・1 人 1 日あたりの家庭ごみ排出量 509g 440g 

3-4 ・事業ごみ（一般廃棄物）年間排出量 70,849t 62,814t 

3-4 ・リサイクル率 11.4％ 25.3％ 

3-4 ・清掃活動に参加している人の割合 65.5％ 75.0％ 

3-8 ・環境学習満足度 88.9％ 92.0％ 

3-8 ・環境教育・環境学習講座受講者数 13,380 人 15,500 人 

4-4 ・市内主要観光地の観光客数 5,208 千人 6,400 千人 

5-2 ・倉敷市・高梁川流域 SDGs パートナーの登録数 2021 年度開始 300 件 

5-2 

・身近なところで、生き物（動物、昆虫や植物な

ど）にふれあえる場や機会（イベントを含む）があ

ると思う人の割合 

32.8％ 

（2020 年度） 
43.0％ 
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施策番号 進行管理指標 
実績値 

（2019 年度） 

目標値 

（2030 年度） 

5-2 
・自然にふれたり、学んだりする活動に参加してい

る子どもの数 
11,533 人 18,000 人  

▼適応策に関する進行管理指標 

施策番号 進行管理指標 
実績値 

（2019 年度） 

目標値 

（2030 年度） 

1-1 ・防災訓練や防災教育の実施件数 109 件 500 件 

1-1 
・災害発生時のために、日頃から家族で備えをし

ている人の割合 
58.3％ 100％ 

1-1 ・自主防災組織カバー率 73.3％ 100％ 

1-3 ・熱中症搬送患者数 317 人 
300 人以下 

を維持 
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７ 地球温暖化対策のロードマップ 
ここでは、4 つの「クール」と 1 つの「ホット」、1 つの「そなえ」の各施策について、2050

年度「ゼロカーボンシティくらしき」の実現に向けたロードマップを示します。なお、ロードマ

ップ中のグレーの部分については、国の目標を示しています。 

■緩和策 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1
カーボンニュートラルコンビナート

の形成

1-2
脱炭素化に資するものづくりの促

進

1-3
事業者による地球温暖化対策の促

進

1-4 中小企業の環境経営支援

1-5 法令等による事業者の取組促進

2030 20502022

カーボンニュートラルコンビナート実現に向けた研究 

１ ものづくりを「クール」に ～脱炭素型産業への転換～ 
カーボンニュートラルコンビナート実現に向けた連携促進 

CNK

実現 

包括連携協定による官民連携の推進 

事業者における自主的な取組の促進 

再生可能エネルギーの導入促進 

グリーン物流の促進 

環境性能評価制度の検討・推進 

商店街等の環境対応支援 

法令の遵守による取組促進 

倉敷市環境保全協定等を活用した取組促進 

中小企業の取組を促進する仕組みの検討・推進 

脱炭素型商品

の生産促進 

脱炭素化に資するものづくりの促進 

 環境に配慮した研究・開発、設備投資の増加 

中小企業の環境経営支援 

 環境経営に取り組んでいる事業者の増加 
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2-1 コンパクトなまちづくりの推進

2-2
太陽エネルギー（太陽光・太陽熱）

の利用推進

2-3 バイオマス・バイオガスの利用推進

2022 20502030

２ まちを「クール」に ～脱炭素型まちづくりの推進～ 

工場・事業所等への太陽光発電システムの設置促進 

自転車利用環境の整備 

土地を活用した太陽光発電システムの設置促進 

PPA を活用した公共施設への太陽光発電システムの設置推進 

 市民・事業者へ情報発信を通じた導入拡大 

観光エリア等への太陽光発電の設置促進 

廃食油を原料とした BDF の利用 

仕組み検討 

下水処理過程で排出される汚泥等の有効利用 

廃棄物発電による電力の地産地消の推進 

調査・検討 木質バイオマスの利用促進 

公共施設への太陽光発電システム・太陽熱利用システムの設置推進 

 設置可能な建築物等の 5 割に太陽光発電が設置 

検討 共同購入による太陽光発電システムの設置促進 

再生可能エネルギー由来の電力の活用推進 

脱炭素型の都市・地域づくりの推進 

 

 

多極ネットワーク型のコンパクトで持続可能な都市の形成 

中心市街地における歩行者・自転車通行量の増加 

地域の特性に応じた持続可能な公共交通網の形成 

 

 

鉄道・路線バス等の利用者数の増加 

交通弱者が不便なく利用できると思っている人の増加 

住宅用太陽光発電システム・太陽熱利用システムの設置促進 

 

 

太陽光発電システム導入件数（10kW 未満）の増加 

新築戸建住宅の 6 割に太陽光発電が設置 
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2-4
その他の再生可能エネルギーの

導入検討

2-5 水素利活用の促進

2-6
住宅・建築物の省エネルギー化・

脱炭素化の促進

2-7
屋外照明の省エネルギー器具利

用等の推進

2-8
大規模集客施設設置事業者による

脱炭素化の促進

2-9 モビリティの脱炭素化の促進

2-10
都市緑化及び森林整備・保全の推

進

2-11 フロン対策の促進

2030 20502022

水素利活用の支援 

地中熱利用に関する調査・検討 利用促進 

小水力発電や風力発電等の調査・検討 導入促進 

法律の認定制度に基づく省エネルギー化の促進 

エコドライブ等の促進 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の利用環境の整備 

エコ通勤の促進 

ノーマイカーデーの普及促進 

森林整備の推進 

フロン対策の促進 

住宅・建築物の省エネルギー化・脱炭素化の促進 

 新築住宅・建築物の平均で ZEH・ZEB 化が実現 

徹底的なエネルギーマネジメントの促進 

 住宅・建築物の約半数で HEMS が導入 

公共施設の省エネルギー化・脱炭素化 

LED の導入 

 ストックで 100％普及 

アイドリングストップの促進 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の普及促進 

 乗用車新車販売はすべて電動車（EV・HV・PHV・FCV） 

市街地の緑化推進 

 身近な地域の緑が多いと感じている人の割合の増加 
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3-1
COOL CHOICE（クールチョイス）の

推進

3-2 省エネ・再エネ住宅の普及促進

3-3
モビリティの脱炭素化の促進（再

掲）

3-4 ごみを出さない生活様式の促進

205020302022

３ くらしを「クール」に ～ゼロカーボンライフスタイルへの転換～ 

省エネ性能を有する住宅の普及促進 

生ごみの堆肥化の促進 

COOL CHOICE、脱炭素につながる新しい豊か

な暮らしを創る国民運動の推進 

ゼロカーボンアクション 30 を活用した普及啓発 

ZEH の普及促進 

 新築住宅の平均で ZEH 化が実現 

エコドライブ等の促進 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の利用環境の整備 

エコ通勤の促進 

ノーマイカーデーの普及促進 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の普及促進 

 乗用車新車販売はすべて電動車（EV・HV・PHV・FCV） 

食品ロスの削減 

 食品ロス量が 2000 年度比で半減 

再資源化の推進 

 リサイクル率の向上 

ごみの排出削減 

 

 

 

1 人 1 日あたりの家庭ごみ排出量の減少 

事業ごみ（一般廃棄物）の年間排出量の減少 

清掃活動に参加している人の割合の増加 
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4-1

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）を

活用した持続可能な観光地づくり

の推進

4-2
ゼロカーボンライフスタイル体験観

光イベントの検討

2022 2030 2050

3-5 エネルギーの節約や転換の促進

3-6 脱炭素型商品の購入促進

3-7 地産地消、旬産旬消の促進

3-8
環境教育・環境学習・環境啓発の

推進

3-9 家庭へのエコ情報配信

3-10 環境情報の「見える化」の推進

2022 2030 2050

４ 観光を「クール」に ～持続可能な観光地づくりの推進～ 

脱炭素型商品の購入促進 

省エネルギー対策の促進 

再生可能エネルギー由来の電力の活用促進 

カーボンフットプリントに関する普及啓発 

地元農産物の PR の推進 

公共施設における地産食材の使用、旬消の推進 

飲食・小売業における地産品の使用・販売の促進 

フードマイレージに関する普及啓発 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の利用環境の整備 整備検討 

実施検討 エコ企業体験ツアーの実施 

海ごみに関する普及啓発 

ワットチェッカー、ワットアワーメーター等の貸出 

環境関連イベントを通じた普及啓発 

市の広報や地元メディア等を通じた情報発信 

日常生活における CO2 の「見える化」の推進 

環境学習・啓発活動の実施 

 環境学習の満足度の向上 

環境教育の実施 

 環境教育・環境学習講座受講者数の増加 

ZEV（ゼロエミッション・ビークル）の観光利用の促進 利用検討 
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■適応策 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1
気候変動に伴う災害リスクや適応

策の周知

2022 20502030

5-1 環境学習拠点施設の活用

5-2
近隣自治体等との交流・連携の強

化

2022 2030 2050

4-3
持続可能な観光関連商品・サービ

スの促進

4-4
観光関連施設における地球温暖化

対策の促進

4-5
既存の観光イベントにおける地球

温暖化対策の促進

2022 2030 2050

５ つながりを「ホット」に ～主体間交流・連携の強化～ 

１ 気候変動への「そなえ」を ～気候変動への適応～ 

イベントにおける環境配慮の取組の促進 

持続可能な観光商品・サービスの開発促進 

「倉敷市環境学習センター」を拠点とした交流・連携の強化 

研究会開催 高梁川流域カーボンニュートラル研究会の継続を検討 

地域循環共生圏の形成に向けた取組の推進 

近隣自治体等との交流・連携の強化 

 

 

 

流域ＳＤＧｓパートナー登録数の増加 

防災訓練や防災啓発活動の実施 

 

 

防災訓練や防災教育の実施件数の増加 

自主防災組織の結成促進及び活性化策の実施 

 自主防災組織カバー率の増加 

観光関連施設における地球温暖化対策の促進 

 市内主要観光地の観光客数の増加 

生き物にふれあえる場があると思う人の割合の増加 

自然にふれる活動に参加している子どもの増加 

日頃から備えをしている人の割合の増加 
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1-2 自然災害への対応強化

1-3 熱中症対策の推進

1-4 感染症対策の推進

1-5 暑熱対策の推進

1-6
農林業・生態系における気候変動

対策の推進

2022 20502030

ハザードマップや災害対応マニュアルの整備 

居住と都市機能の誘導 

産業部門における災害対応強化 

災害時の備蓄品等の整備 

農業分野における防災・減災 

観光客に向けた災害時情報収集・拠点の整備 

下水道施設の整備、雨水利用 

河道や堤防、水道施設の整備 

下水道施設の整備 

自然環境調査の実施 

農林業における高温対策 

緑・水の確保、透水性舗装の導入 

熱中症予防の普及啓発 

 熱中症搬送患者数の減少 
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章 
第７章 計画の推進体制と進行管理 
１ 推進体制 

2050 年度ゼロカーボンシティくらしきの実現に向け、市民・民間団体・事業者・行政

等の各主体が連携・協働しながら、温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲推進体制 

（１）倉敷市地球温暖化対策審議会 
温室効果ガスの排出削減に係る取組内容を協議し、地域が一体となって地球温

暖化対策の実践を支援する組織として、「倉敷市地球温暖化対策審議会」を設置

しており、ゼロカーボンシティくらしきの実現に向けた機運をより一層高めるとともに、地

球温暖化対策の推進に関する提言を行います。 

（２）環境保全推進本部及び地域温暖化対策推進委員会（庁内委員会） 
庁内各部局を構成員とする庁内委員会において計画の実施状況等を評価する

ことで、本計画に基づく温室効果ガスの排出量削減に向けた対策・施策を総合的か

つ効果的に推進し、本計画に示した削減目標の達成を目指します。 

 

 

 

 

 

   

諮問 

連携 

支援 

市長 

 

環境保全推進本部会議 

地域温暖化対策推進委員会 

（庁内委員会）  

答申 

連携 
国・岡山県 

・近隣自治体 
支援 

地球温暖化 

対策審議会 

市民・民間団体 

・事業者等 
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２ 進行管理 
（１）計画の進捗状況の把握 

温室効果ガス排出量の削減目標の達成状況を把握するため、本市の温室効果

ガス排出状況について、毎年定期的に推計を行うとともに、達成状況を評価し、必

要な措置をとることとします。推計にあたっては、基準年度の排出量推計と同じ方法

を用いることとします。 

 

（２）取組状況の評価 
温室効果ガス排出量の削減目標の達成状況については、環境マネジメントシステ

ム（PDCA サイクル）による評価を行い、対策・施策の見直しや追加等を適宜行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲PDCA サイクル 

（３）計画の見直し 
本計画は、温室効果ガス排出状況、地球温暖化対策・施策の実施状況並びに

目標の達成状況、脱炭素技術の開発動向、社会情勢の変化等を踏まえ、必要に

応じて見直しを行います。 

Plan 

施策立案・目標設定 

Do 

計画の実施 

Act 

継続的な計画の実施 

Check  目標達成の点検・ 
評価・見直し 
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